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(57)【要約】
本発明は、まつ毛をメイクアップする方法において、少なくとも
ａ）まつ毛の全体又は一部に、固形分の重さとして表されて組成物の総重量に関して少な
くとも１５重量％の少なくとも１のフィルム形成性化合物を含む少なくとも１の化粧料組
成物（Ａ）の少なくとも１の層の施与から生じる凝集力ある鞘を形成するステージ、及び
ｂ）該鞘を、まつ毛の長さ未満の距離に亘ってまつ毛に沿う並進運動によりまつ毛の上端
に向かって移動させるステージ、
を含む前記方法に関する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
まつ毛をメイクアップする方法において、少なくとも
ａ）まつ毛の全体又は一部に、固形分の重さとして表されて組成物の総重量に関して少な
くとも１５重量％の少なくとも１のフィルム形成性化合物を含む少なくとも１の化粧料組
成物（Ａ）の少なくとも１の層の施与から生じる凝集力ある鞘を形成するステージ、及び
ｂ）該鞘を、まつ毛の長さ未満の距離に亘ってまつ毛に沿う並進運動によりまつ毛の上端
に向かって移動させるステージ、
を含む前記方法。
【請求項２】
鞘が、メイクアップされていないまつ毛の長さの４分の３未満の距離に亘って移動される
、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
まつ毛の周りの鞘が、メイクアップされていないまつ毛の元の長さに関して少なくとも１
０％、特に少なくとも２０％、の延長を与えるように移動されることを特徴とする、請求
項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
鞘を、まつ毛への鞘の接着性を減少させることのできる組成物（Ｂ）と接触させることに
より、鞘の移動が促進されることを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項に記載の方
法。
【請求項５】
鞘の形成の次に、まつ毛への鞘の接着性を減少させることを意図された組成物（Ｂ）が施
与されることを特徴とする、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
少なくとも、
ａ）組成物の総重量に関して少なくとも１５％の固形分の少なくとも１のフィルム形成性
化合物を含む少なくとも１の化粧料組成物（Ａ）の少なくとも１の層をまつ毛の表面に施
与するステージ、
ｂ）ａ）において施与された化粧料組成物（Ａ）が乾燥することを許して、まつ毛の周り
に鞘を形成するステージ、
ｃ）ステージｂ）で形成された組成物（Ａ）の鞘を純水又は水性組成物（Ｂ）と接触させ
るステージ、及び
ｄ）そのようにして湿り気を与えられた鞘を、まつ毛の長さ未満の距離に亘ってまつ毛に
沿って並進運動によりまつ毛の上端に向かって移動させるステージ、
を含む、請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
ステージｃ）における組成物（Ａ）が、化粧料組成物（Ａ）の鞘の膨潤をもたらすのに十
分である量の純水又は水性組成物（Ｂ）と接触させられることを特徴とする、請求項６に
記載の方法。
【請求項８】
フィルム形成性化合物が、スチレン、ブタジエン、アクリロニトリル、クロロプレン、ビ
ニルアセテート、ウレタン、イソプレン、イソブチレン、アクリル酸若しくはメタクリル
酸、マレイン酸、クロトン酸、又はイタコン酸若しくはそれらのエステル若しくはアミド
から選択されたモノマーの重合化又は共重合化により得られるポリマー、又は水性相にお
けるポリマーの分散により得られるポリマーであることを特徴とする、請求項１～７のい
ずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
フィルム形成性化合物が、水性相に分散している粒子の形であるポリマーであることを特
徴とする、請求項１～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
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フィルム形成性化合物が、重縮合タイプ又はラジカルタイプの合成ポリマー及びこれらの
混合物から選択されるポリマーであることを特徴とする、請求項１～９のいずれか１項に
記載の方法。
【請求項１１】
重縮合物タイプの合成ポリマーが、アニオン性、カチオン性、ノニオン性、又は両性であ
ってもよいポリウレタン、ポリウレタン－アクリル、ポリウレタン－ポリビニルピロリド
ン、ポリエステル－ポリウレタン、ポリエーテル－ポリウレタン、ポリウレア、ポリウレ
ア－ポリウレタン、及びこれらの混合物、又はポリエステル、ポリエステルアミド、脂肪
鎖ポリエステル、ポリアミド、及びエポキシエステル樹脂から選択されることを特徴とす
る、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
ラジカルポリマーがアクリル及び／又はビニルのホモポリマー若しくはコポリマー、アク
リル／シリコーンのコポリマー、又はニトロセルロース／アクリルコポリマー、又はハイ
ブリッドポリマーであることを特徴とする、請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
フィルム形成性化合物がポリウレタンから選択されたポリマーであることを特徴とする、
請求項１～１１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
化粧料組成物（Ａ）が、該組成物の総重量に対して１５～６０重量％、好ましくは２０～
５０重量％、より有利には２２～４０重量％の固形分のフィルム形成性化合物を含むこと
を特徴とする、請求項１～１３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
化粧料組成物（Ａ）が少なくとも１のポリ電解質をさらに含むことを特徴とする、請求項
１～１４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１６】
ポリ電解質が、アクリルアミド／２－メチル－２－［（１－オキソ－２－プロペニル）ア
ミノ］－１－プロパンスルホン酸コポリマー、粉末状の架橋された澱粉グリコレート、ポ
リアクリレート、グラフト化された澱粉に基づくコポリマー、多糖類のイオン化可能な誘
導体、ポリアクリル酸、ポリアクリル酸／アルキルアクリレートコポリマー、ＡＭＰＳ（
アンモニアで部分的に中和され、かつ高度に架橋されたポリアクリルアミドメチルプロパ
ンスルホン酸）、ＡＭＰＳとポリオキシエチレン化され（かつ架橋されている又は架橋さ
れていない）アルキルメタクリレートとのコポリマー、セルロースのイオン化可能な誘導
体、及びそれらの混合物から選択される、請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
ポリ電解質が、アクリルアミド／２－メチル－２－［（１－オキソ－２－プロペニル）ア
ミノ］－１－プロパンスルホン酸コポリマー、ポリアクリレート及びそれらのコポリマー
から選択される、請求項１５又は１６に記載の方法。
【請求項１８】
ポリ電解質が、化粧料組成物（Ａ）の総重量に対して、０．０５～１５重量％、より好ま
しくは０．１～１０重量％、よりよくは０．５～５重量％の範囲の固形分としての含有量
で存在することを特徴とする、請求項１５～１７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１９】
ステージｃ）において、ステージｂ）において形成された組成物（Ａ）の鞘が、水性組成
物（Ｂ）と接触させられることを特徴とする、請求項６～１８のいずれか１項に記載の方
法。
【請求項２０】
ステージｃ）において、ステージｂ）において形成された組成物（Ａ）の鞘が純水と接触
させられることを特徴とする、請求項６～１８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２１】
水性組成物（Ｂ）が少なくとも１の界面活性剤を含むことを特徴とする、請求項４～１９
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のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２２】
水性組成物（Ｂ）が透明又は半透明であることを特徴とする、請求項４～１９のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項２３】
化粧料組成物（Ａ）が水性連続相を含む、請求項１～２２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２４】
化粧料組成物（Ａ）がオイル状又は溶媒の連続相を含む、請求項１～２２のいずれか１項
に記載の方法。
【請求項２５】
化粧料組成物（Ａ）が少なくとも１の着色物質及び／又は少なくとも１のフィラーを含む
ことを特徴とする、請求項１～２４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２６】
化粧料組成物（Ａ）が少なくとも１のワックスを含むことを特徴とする、請求項１～２５
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２７】
化粧料組成物（Ａ）がマスカラの形で提供されることを特徴とする、請求項１～２６のい
ずれか１項に記載の方法。
【請求項２８】
組成物の総重量に対して固形分として表わされて少なくとも１５重量％の少なくとも１の
フィルム形成性化合物を含む少なくとも１の化粧料組成物（Ａ）と、（Ａ）以外の水性組
成物（Ｂ）とを夫々別々の形態で含む、まつ毛をメイクアップするためのキット。
【請求項２９】
フィルム形成性化合物が請求項８～１４において記載されたものである、請求項２８に記
載のキット。
【請求項３０】
化粧料組成物（Ａ）が、請求項１６～１８に記載の少なくとも１のポリ電解質をさらに含
むことを特徴とする、請求項２８又は２９に記載のキット。
【請求項３１】
各組成物の施与に専用の施与手段をさらに含むことを特徴とする、請求項２８～３０のい
ずれか１項に記載のキット。
【請求項３２】
組成物（Ａ）の施与に専用の少なくとも１のブラシ又はくしを含むことを特徴とする、請
求項２８～３１のいずれか１項に記載のキット。
【請求項３３】
化粧料組成物（Ａ）の鞘をまつ毛の上端に向けて移動させるのに有利であるデバイスを含
むことを特徴とする、請求項２８～３２のいずれか１項に記載のキット。
【請求項３４】
互いに異なる複数の化粧料組成物（Ａ）であって、かつ色及び／又は光学的効果に関して
異なるメイクアップを提供することに向けられた複数の化粧料組成物（Ａ）を含むことを
特徴とする、請求項２８～３３のいずれか１項に記載のキット。
【請求項３５】
化粧料組成物（Ａ）がマスカラであることを特徴とする、請求項２８～３４のいずれか１
項に記載のキット。
【請求項３６】
ケラチン性繊維、有利にはまつ毛、を延長させるために、請求項２８～３５のいずれか１
項に記載のメイクアップキットを使用する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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本発明は、人工的にまつ毛を長くすることを目的とするまつ毛をメイクアップする方法及
び対応するメイクアップキットである。本発明は、マスカラで天然の又は合成起源のまつ
毛をメイクアップするための方法を特に目的とする。
【０００２】
用語「マスカラ」は、ケラチン繊維に施与されることを意図された組成物を意味すること
が理解される。それは、メイクアップ組成物、ベースコートとしてもまた公知である化粧
用ベースコーティング組成物、又はトップコートとしてもまた公知である、化粧用ベース
コーティング組成物に施与されるべき組成物であることができる。該マスカラはより特に
ヒトのまつ毛を意図されるが、それだけでなく着けまつげをもまた意図される。
【背景技術】
【０００３】
実際には、本質的に２タイプのマスカラ配合物、即ち一方では水におけるワックスのエマ
ルジョンの形で提供される、水性連続相を含むマスカラ（「エマルジョンマスカラ」とい
う）、他方では無水であるか又は低含有量の水及び／又は水溶性溶媒を含みかつ非水性溶
媒中のワックスの分散物の形で配合される、溶媒又はオイルの連続相を含むマスカラ（「
耐水性マスカラ」と言われる）が存在する。特に水の中のワックスのエマルジョンの形で
提供されるある種のマスカラが存在し、やはり「耐水性」と記載される。後者の組成物は
少なくとも１のラテックス又は１の擬ラテックス、即ちマスカラに耐水性を与えるフィル
ム形成性ポリマーのコロイド状懸濁物、の存在を特徴とする。
【０００４】
一般的にこれらの組成物は、各まつ毛の表面における、堆積された層のマスカラがまつ毛
を濃くする傾向がある限りにおいて、まつ毛の体積を増加させると記載されることのでき
るメイクアップ効果を提供する。他方、このタイプの組成物は、まつ毛をメイクアップす
ることに関するユーザーのもう一つの頻繁な期待、即ちまつ毛を長くする効果を満たすの
に、通常、十分に満足できるわけではない。
【０００５】
先行技術は、まつ毛へのこの長くする効果を得るために、繊維を含むマスカラ組成物を記
載する。これらの繊維は、繊維が十分に剛直であり目に見えるとき、及び繊維がまつ毛の
末端にあるとき、まつ毛に少量の物理的な長さを追加することができる。しかし、繊維を
まつ毛の末端に積み重ねるために繊維を方向付けることが困難であるので、そのようなマ
スカラにより得られる物理的な延長における利益は中程度のままである。さらに、繊維の
存在は、マスカラのまつ毛への接着を減少させ、メイクアップに要する時間を長くする。
【０００６】
欧州特許第１４３０８６８号明細書に記載された別の技術的ルートは、環境温度において
「糸を引く」性質を示し、ケラチン繊維に施与され、ブラシを使用して引き出した後、熱
源の使用なしにまつ毛の延長における糸を形成することができるマスカラを使用すること
である。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
しかし、これらのマスカラが環境温度において糸を形成する能力は、それらの使用を簡単
にしない。すなわち、該マスカラが施与されるために引き出されたとき、それが存在する
容器とアプリケーターとの間で又はまつ毛とアプリケーターの間で糸を形成することがで
きる。さらに、糸は自然には壊れないのでまつ毛に形成される糸の長さのコントロールは
、問題である。さらに、後者は、まつ毛の延長において並べられたままでいるために、及
び持続する長くする効果を可能にするために十分な硬さを滅多に示さない。
【０００８】
その結果、まつ毛を長くすることを可能にするメイクアップ方法のためのニーズがあり、
本発明は具体的には、このニーズを満たすことを目的とする。
【０００９】



(6) JP 2011-507945 A 2011.3.10

10

20

30

40

50

すなわち、本発明者らは、特定のメイクアップ方法により、まつ毛の末端において延長を
作りだすことによりまつ毛の有意な「物理的な」延長を得ることが可能であり、これは刺
激、例えば熱の使用を必要とすることなしに可能であることを発見した。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
本発明は、少なくとも、
ａ）まつ毛の全体又は一部に、固形分の重さとして表されて組成物の総重量に関して少な
くとも１５重量％の少なくとも１のフィルム形成性化合物を含む少なくとも１の化粧料組
成物（Ａ）の少なくとも１の層の施与から生じる凝集力ある鞘を形成するステージ、及び
ｂ）該鞘を、まつ毛の長さ未満の距離に亘ってまつ毛に沿う並進運動によりまつ毛の上端
に向かって移動させるステージ、
を含む、まつ毛をメイクアップする方法に主に関する。
【００１１】
一つの実施態様に従うと、該鞘はメイクアップされていないまつ毛の長さの４分の３未満
の距離に亘って移動される。
【００１２】
一つの実施態様に従うと、まつ毛の周りの鞘は、メイクアップされていないまつ毛の元の
長さに関して少なくとも１０％、特に少なくとも２０％、の延長を与えるように移動され
る。
【００１３】
一つの実施態様に従うと、該鞘を、まつ毛への鞘の接着性を減少させることのできる組成
物（Ｂ）と接触させることにより、鞘の移動が促進される。
【００１４】
一つの実施態様に従うと、まつ毛に対する鞘の接着性を減少させることのできる組成物（
Ｂ）は、鞘の形成に続いて施与される。
【００１５】
従って、図１は本発明に従う種々のステージの結果を図式的に表す。
【００１６】
図２は、瞼を具体化する基体上に１，５，６，７，９、及び１０番の番号を付された着け
まつげの試験見本が示された写真であり、本発明に従う方法の結果、得られたメイクアッ
プの説明を与える。
　　・１，５，６，７，９、及び１０番の試験見本によりシンボル化された着けまつげの
セットが化粧料組成物（Ａ）を有するマスカラで被覆され、次に、個別に各着けまつげに
鞘を施すマスカラを乾燥させた後、水で含浸される。
・試験見本１番は鞘の移動（けん引／移動）のステージには付されなかった。他方、５，
６，７，９及び１０番の試験見本によりシンボル化された着けまつげは、種々の長さに亘
って本発明の方法に従って形成されたマスカラの鞘の移動（けん引／移動）のステージに
付された。
【００１７】
別の側面に従うと、本発明は即ちまつ毛をメイクアップする方法において、少なくとも以
下のステージ：
ａ）まつ毛の表面に、少なくとも１のフィルム形成性化合物を該組成物の総重量に関して
固形分として少なくとも１５％含む少なくとも１の化粧料組成物（Ａ）の少なくとも１の
層を施与すること、
ｂ）ａ）において施与された化粧料組成物（Ａ）が乾燥することを許して、まつ毛の周り
に鞘を形成すること、
ｃ）ステージｂ）で形成された組成物（Ａ）の鞘を純水又は水性組成物（Ｂ）と接触させ
ること、及び
ｄ）そのようにして、湿り気を与えられた鞘を、まつ毛の長さ未満の距離に亘ってまつ毛
に沿う並進運動によりまつ毛の上端に向かって移動させること、
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を含む該方法である。
【００１８】
ステージｃ）は、マスカラの鞘を湿らせることを可能にし、そうでなければこれらの鞘の
統合性に影響を与えないように調節された、ある量の水又は水性溶液（Ｂ）を用いること
が理解される。
【００１９】
即ち、一つの実施態様に従うと、ステージｃ）の組成物（Ａ）は、化粧料組成物（Ａ）の
鞘の膨潤をもたらすのに十分である量の純水又は鞘又は水性組成物（Ｂ）と接触させられ
る。
【００２０】
本発明に従う組成物（Ａ）及び（Ｂ）は、ケラチン繊維、例えばまつ毛、に施与されるこ
とができ、特に目の領域と両立する非毒性の媒体と記載されるところの、生理学的に許容
される媒体を含む。
【００２１】
以下に記載される実施例及び図面から分かるように、本発明者らは意外なことに、まつ毛
へのマスカラの施与の後に、まつ毛を取り囲む、得られた鞘をまつ毛の上端に向けて移動
させること（けん引／並進）からなるメイクアップ方法によりまつ毛を長くする効果を提
供することが可能であることを見出し、そして本発明者らは特に、まつ毛を一本ずつ被覆
する、本発明に従う第一の組成物（Ａ）の乾燥した、堆積された層を、本発明に従う第二
の組成物（Ｂ）との接触させることは、第一の組成物（Ａ）により形成される各メイクア
ップの鞘を縦方向の移動と両立するようにすることを可能にすることを見出した。より具
体的には、組成物の（Ｂ）との接触に続いて、各鞘はそれが囲むまつ毛から離され、その
ことは該鞘のまつ毛の上端へ向かっての移動（けん引／並進）のステージを促進し、その
結果、元のまつ毛の延長、そのように移動された鞘を乾燥させると固定される人工の延長
を提供する。
【００２２】
さらに、本発明者らはまつ毛の周囲に置かれた鞘における少なくとも１のフィルム形成性
ポリマーの存在は、まつ毛と水若しくは水性組成物（Ｂ）との接触の間、これらの鞘の膨
潤、即ちその体積の増加、即ち、メイクアップに関して有利に体積増加効果を生む現象に
とって好ましいことを見出した。フィルム形成性化合物、特にフィルム形成性ポリマーの
存在は、水の蒸発を制限し、従って、本発明に従う化粧料組成物（Ａ）の堆積に続いて水
又は水性組成物（Ｂ）が堆積されるときにはなおさらこの体積増加効果の持続を改良する
ことを可能にするようである。
【００２３】
特定の実施態様に従うと、組成物（Ａ）の施与後に形成された鞘の移動は、該鞘と水又は
任意の水性組成物（Ｂ）との事前の接触なしに行われることができる。
【００２４】
別の側面に従うと、本発明は、本発明に従う方法において使用されることのできるメイク
アップキットに関する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
より具体的には、本発明は、組成物の総重量に対して、固形分として表されて少なくとも
１５重量％の少なくとも１のフィルム形成性化合物を含む少なくとも１の化粧料組成物（
Ａ）及び（Ａ）以外の水性組成物（Ｂ）を夫々別々の形態で含むメイクアップキットに関
する。
【００２６】
別の実施態様に従うと、キットは該複数の組成物、それぞれの施与に専用の施与手段を含
むことができる。例えば、該手段は組成物（Ａ）の施与専用の少なくとも１のブラシ又は
くしを含むことができる。
【００２７】
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該キットは、まつ毛の上端に向かって組成物（Ａ）の鞘の移動に有利であるデバイスを含
むこともまたできる。該キットは、例えば、ピンセットタイプのデバイスであることがで
きる。
【００２８】
別の実施態様に従うと、該キットは、互いに異なる複数の組成物（Ａ）であって、例えば
色及び／又は光学的効果に関して異なるメイクアップを提供することに向けられた該組成
物を含むことができる。
【００２９】
本発明に従う定義：
用語「まつ毛の上端」は、瞼の端の反対側のまつ毛の末端を意味する。
【００３０】
まつ毛の上端へ向かっての用語「鞘の移動」は、瞼の端の反対側のまつ毛の末端に向けて
の鞘において行われるけん引及び並進運動を意味することが理解される。鞘の移動は、指
で又は該移動に好ましい任意の手段、例えばピンセット、を使用して行われることができ
る。
【００３１】
用語「体積増加効果」は、特にケラチン繊維を化粧料組成物でコーティングすることによ
り得られるが、この効果、を生むことのできる少なくとも１の物質、例えばゴニオクロマ
チック剤、の存在による光学的効果によっても与えられることのできる体積の効果の視覚
的な感覚を意味することが理解される。
【００３２】
用語「透明又は半透明」とは、屈折又は反射による偏光をもたらすことなく光が通過する
ことを許す能力を意味することが理解される。より特に、用語「透明性又は半透明性」は
、本発明に従う組成物の１０ミクロンの厚さの層を通して、平均で、４００～７００ナノ
メートルの波長ウィンドウの光の少なくとも２５％、好ましくは光の５０％を伝達する能
力を意味することが理解される。
【００３３】
化粧料組成物（Ａ）
化粧料組成物（Ａ）は、水性連続相又は油の又は溶媒の連続相を、特に以下に定義するよ
うに含むことができる。
【００３４】
好ましくは、化粧料組成物（Ａ）は、水及び／又は少なくとも１の水溶性溶媒を含む水性
連続相を含む。
【００３５】
上で述べられたように、まつ毛に施与された化粧料組成物（Ａ）は、それの乾燥に続いて
、各まつ毛の周りにコーティング又は鞘を形成する。まつ毛の周りの該鞘のスライディン
グは、固形分として表わされて少なくとも１５重量％の少なくとも１のフィルム形成性化
合物の存在のおかげで可能にされる。本発明に従って必要とされる条件下におけるその存
在のために、該フィルム形成性化合物は、鞘の十分な凝集性を与え、従って時ならぬ破損
のリスクなしに、該鞘と水又は水性組成物（Ｂ）との接触の結果、まつ毛に沿っての鞘の
スライディングを可能にする。
【００３６】
別の実施態様に従うと、該スライディングは、水又は任意の水性組成物（Ｂ）との鞘の事
前の接触を必要とすることなく本発明に従う条件下、特定のフィルム形成性成分の存在に
より得られ得る。
【００３７】
ａ）フィルム形成性化合物
より具体的には、本発明において、用語「フィルム形成性化合物」は、それ自身で又はフ
ィルムを形成することのできる追加の剤の存在下で、巨視的に連続しており、ケラチン性
物質に接着するフィルム、好ましくは凝集力あるフィルム、よりよくは、例えば、該フィ
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ルムが非粘着性の表面、例えばテフロン（登録商標）又はシリコーン処理された表面にキ
ャスト成形することにより製造されるとき、該フィルムが単離可能であり、かつ独立して
取り扱い可能であることができるような凝集性及び機械的性質を有するフィルムを形成す
ることができる化合物を意味することが理解される。
【００３８】
フィルム形成性化合物は、該組成物の総重量に対して固形分として、１５～６０重量％、
好ましくは２０～５０重量％、よりよくは２２～４０重量％の範囲の含有量で化粧料組成
物（Ａ）に存在する。
【００３９】
好ましくは、該フィルム形成性化合物はフィルム形成性ポリマーである。
【００４０】
化粧料組成物（Ａ）において使用されることのできるフィルム形成性ポリマーの中で、以
下に定義される合成ポリマー、ラジカルタイプ又は重縮合タイプのもの、天然起源のポリ
マー及びそれらの混合物が挙げられ得る。
【００４１】
これらのフィルム形成性ポリマーは、好ましくは以下に定義されるポリ電解質とは区別さ
れる。
【００４２】
該フィルム形成性ポリマーは組成物（Ａ）の水性相に固体粒子の形で分散される又は組成
物（Ａ）の液状脂肪相に固体粒子の形で溶解又は分散されることができる。組成物（Ａ）
は、これらのフィルム形成性ポリマーの混合物をもまた含むことができる。
【００４３】
フィルム形成性ポリマーは、油又は有機溶媒を含む油の相又は溶媒の相に溶解されたポリ
マー、例えば以下に記載されるもの、であることもできる。そうすると、該フィルム形成
性ポリマーは脂溶性のフィルム形成性ポリマーであると言われる。該フィルム形成性ポリ
マーは水性相に溶解されたポリマーであることができる：そうすると、それは水溶性のフ
ィルム形成性ポリマーであると言われる。
【００４４】
水溶性のフィルム形成性ポリマー：
このタイプのポリマーの例として特に以下が挙げられ得る。
　　たんぱく質、例えば植物起源のたんぱく質、例えば、小麦たんぱく又は大豆たんぱく
；又は動物起源のたんぱく質、例えばケラチン、例えばケラチンの加水分解物及びスルホ
ニックケラチン；
　　セルロースポリマー、例えばヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセル
ロース、メチルセルロース又はエチルヒドロキシエチルセルロース；
　　アクリルポリマー又はコポリマー、例えば、ポリアクリレート又はポリメタクリレー
ト；
　　ビニルポリマー、例えば、ポリビニルピロリドン、メチルビニルエーテル及びマレイ
ン酸無水物のコポリマー、ビニルアセテートとクロトン酸とのコポリマー、ビニルピロリ
ドンとビニルアセテートとのコポリマー、ビニルピロリドンとカプロラクタムとのコポリ
マー、又はポリビニルアルコール；
　　アラビアガム、グアーガム、キサンタン誘導体、カラヤガム；
　　アルギネート及びカラギーナン；
　　グリコアミノグリカン、及びヒアルロン酸、及びその誘導体；
　　セラック樹脂、サンダラックガム、ダマール樹脂、エレミ、及びコーパル；
　　デオキシリボ核酸；
　　ムコ多糖類例えば硫酸コンドロイチン、及び
　　それらの混合物。
【００４５】
脂溶性のフィルム形成性ポリマー
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このタイプのポリマーの例として特に以下が挙げられ得る。
　　・ビニルエステル（ビニル基はエステル基の酸素原子に直接結合されており、ビニル
エステルはエステルのカルボニルに結合されている、飽和の、直鎖又は分岐状の１～１９
の炭素原子を含む炭化水素を有する）と少なくとも１の他のモノマーとのコポリマー、該
他のモノマーは、ビニルエステル（既に存在するビニルエステル以外のもの）、αオレフ
ィン（８～２８の炭素原子を有するもの）、アルキルビニルエーテル（該アルキル基は２
～１８の炭素原子を含む）、又はアリル又はメタリルエステル（飽和の、直鎖又は分岐状
の、エステル基のカルボニルに結合された１～１９の炭素原子の炭化水素基を有する）で
あることができる。
【００４６】
これらのコポリマーは、ビニルタイプ、又はアリルタイプ、又は、メタリルタイプのいず
れかであることができる架橋剤、例えばテトラアリロキシエタン、ジビニルベンゼン、ジ
ビニルオクタンジオエート、ジビニルドデカンジオエート、及びジビニルオクタデカンジ
オエートで架橋されていることができる。
【００４７】
これらのコポリマーの例として、ビニルアセテート／アリルステアレート、ビニルアセテ
ート／ビニルラウレート、ビニルアセテート／ビニルステアレート、ビニルアセテート／
オクタデセン、ビニルアセテート／オクタデシルビニルエーテル、ビニルプロピオネート
／アリルラウレート、ビニルプロピオネート／ビニルラウレート、ビニルステアレート／
１－オクタデセン、ビニルアセテート／１－ドデセン、ビニルステアレート／エチルビニ
ルエーテル、ビニルプロピオネート／セチルビニルエーテル、ビニルステアレート／アリ
ルアセテート、ビニル２，２－ジメチルオクタノエート／ビニルラウレート、アリル２，
２－ジメチルペンタノエート／ビニルラウレート、ビニルジメチルプロピオネート／ビニ
ルステアレート、アリルジメチルプロピオネート／ビニルステアレート、０．２％のジビ
ニルベンゼンで架橋されたビニルプロピオネート／ビニルステアレート、０．２％のジビ
ニルベンゼンで架橋されたビニルジメチルプロピオネート／ビニルラウレート、０．２％
のテトラアリロキシエタンで架橋されたビニルアセテート／オクタデシルビニルエーテル
、０．２％のジビニルベンゼンで架橋されたビニルアセテート／アリルステアレート、０
．２％のジビニルベンゼンで架橋されたビニルアセテート／１－オクタデセン、及び０．
２％のジビニルベンゼンで架橋されたアリルプロピオネート／アリルステアレート、
・９～２２の炭素原子を有するビニルエステル又はアルキルアクリレート又はアルキルメ
タクリレート、ここでアルキル基は１０～２０の炭素原子を有する、の共重合化から得ら
れるコポリマーが挙げられ得る。
【００４８】
そのような脂溶性コポリマーは、ポリ（ビニルステアレート）、ジビニルベンゼン、ジア
リルエーテル又はジアリルフタレートを使用して架橋されたポリ（ビニルステアレート）
のコポリマー、ポリ（ステアリル（メタ）アクリレート）、ポリ（ビニルラウレート）、
ポリ（ラウリル（メタ）アクリレート）のコポリマーから選択され得、これらのポリ（メ
タ）アクリレートはテトラエチレングリコールジメタクリレート又はテトラエチレングリ
コールジメタクリレートを使用して架橋されることが可能である。
【００４９】
上記の脂溶性コポリマーは、公知であり、特にフランス国特許出願公開第２２３２３０３
号に記載されている。それらは２０００～５０００００、そして好ましくは４０００～２
０００００の範囲の重量平均分子量を有し得る。
【００５０】
・ポリアルケン、特にＣ２～Ｃ２０のアルケンのコポリマー、例えばポリブテン、飽和又
は不飽和の、直鎖又は分岐状の、Ｃ１～Ｃ８のアルキル基を有するアルキルセルロース、
例えば、エチルセルロース及びプロピルセルロース、ビニルピロリドンのコポリマー（以
降、ＶＰと省略する）、特にビニルピロリドンとＣ２～Ｃ４０，よりよくはＣ３～Ｃ２０

のアルケンとのコポリマー。本発明において使用されることのできるＶＰコポリマーの例
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として、ＶＰ／ビニルアセテート、ＶＰ／エチルメタクリレート、ＶＰ／エチルメタクリ
レート／メタクリル酸，ＶＰ／エイコセン，ＶＰ／ヘキサデセン，ＶＰ／トリアコンテン
、ＶＰ／スチレン，又はＶＰ／アクリル酸／ラウリルメタクリレートコポリマー又はブチ
ル化ポリビニルピロリドン（ＰＶＰ）が挙げられ得る。
【００５１】
・直鎖のブロックエチレン性ポリマー、特に、好ましくは、少なくとも１の第一のブロッ
ク及び異なるガラス転移温度（Ｔｇ）を有する少なくとも１の第二のブロックであって、
該第一及び第二のブロックは、第一のブロックの少なくとも１の構成モノマー及び第二の
ブロックの少なくとも１の構成モノマーを含む中間ブロックにより互いに結合されている
ものを含む該エチレン性ポリマー。有利には、ブロックポリマーの第一及び第二のブロッ
クは、互いに非相溶性である。
【００５２】
そのようなポリマーは、例えば欧州特許第１４１１０６９号又は国際公開第０４／０２８
４８８号に記載されている。
【００５３】
・シリコーン樹脂、一般的にシリコーンオイルに可溶であるか、又は膨潤されることがで
き、架橋されたポリオルガノシロキサンポリマーである。シリコーン樹脂の命名法は、「
ＭＤＴＱ」の名前で公知であり、樹脂は樹脂が含むところの種々のシロキサンモノマーユ
ニットの関数として表現され、個々の文字「ＭＤＴＱ」はユニットのタイプの特徴を表す
。
【００５４】
これらのシリコーンポリマーは、以下の２つのファミリー
・水素相互作用を確立できる少なくとも２個の基を含み、これらの２個の基は、ポリマー
の鎖の中に配置されているポリオルガノシロキサン、及び／又は
・水素相互作用を確立できる少なくとも２個の基を含み、これらの２個の基はグラフト又
は分岐枝に配置されているポリオルガノシロキサン、並びに
・これらの混合物
に属することができる。
【００５５】
シリコーン樹脂の例として、Ｗａｃｋｅｒ社により販売されているポリメチルシルセスキ
オサン、例えばＷａｃｋｅｒ　Ｂｅｌｓｉｌ（商標）、ＰＭＳ　ＭＫ粉末及び信越社によ
りＫＲ－２２０Ｌの製品番号で販売されているもの
が挙げられ得る。
【００５６】
シリコーン樹脂の例として、シロキシシリケート樹脂、特にトリメチルシロキシシリケー
ト（ＴＭＳと省略）樹脂もまた挙げられ得る。それらは特にＧｅｎｅｒａｌ　Ｅｌｅｃｔ
ｒｉｃ社によりＳＲ１０００の製品番号で、又はＷａｃｋｅｒ社によりＴＭＳ８０３の製
品番号で販売されている。信越社により“ＫＦ－７３１２Ｊ”の製品番号で、又はＤｏｗ
　Ｃｏｒｎｉｎｇ社により“ＤＣ　７４９”又は“ＤＣ　５９３”の製品番号で溶媒、例
えばシクロメチコーン、中で販売されているトリメチルシロキシシリケート樹脂もまた挙
げられ得る。
【００５７】
ポリオルガノシロキサンタイプのシリコーンポリアミド、例えば米国特許第５８７４０６
９号、米国特許第５９１９４４１号、米国公開第６０５１２１６号及び米国特許第５９８
１６８０号に記載されたものもまた使用されることができる。
【００５８】
上で述べたように、フィルム形成性ポリマーは、本発明に従う組成物中に分散された形で
も使用されることができる、即ち、該フィルム形成性ポリマーは、水性相又は非水性相中
の分散物において粒子の形で存在することができる。
【００５９】
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これらの分散物を製造する技術は当業者に周知である。
【００６０】
フィルム形成性ポリマーの非水性分散物として、
液状オイル相におけるグラフト化されたエチレン性ポリマー、好ましくはアクリルポリマ
ーの粒子の分散物であって、
　・粒子の表面になんらの追加の安定化剤の存在なしに分散されているエチレン性ポリマ
ーの粒子の形におけるもの（例えば特に国際公開第０４／０５５０８１号に記載されてい
るもの）、
　・又は、液状脂肪相に分散された、表面安定化されている粒子の形におけるもの
が使用され得る。表面が安定化されたポリマー粒子の分散物は欧州特許第７４９７４７号
に記載されたように製造され得る。ポリマー粒子は、単独で又は混合物として、ブロック
ポリマー、グラフトポリマー及び／又はランダムポリマーであり得る安定化剤により表面
において安定化されることができる。
【００６１】
有利に、該粒子の表面において追加の安定化剤の不存在下において分散化されたエチレン
性ポリマーの粒子の分散物が使用される。
【００６２】
イソドデカン中のアクリルの分散物、例えばＣｈｉｍｅｘにより販売されているＭｅｘｏ
ｍｅｒ　ＰＡＰ（商標）が挙げられ得る。
【００６３】
好ましくは、関心のある物質は、下で定義されるラテックス又は擬ラテックスの粒子の水
性分散物である。
【００６４】
ラテックス及び擬ラテックスは水性液状相におけるポリマー粒子のコロイド状分散物であ
る。用語「ポリマー粒子の水性分散物」及び「ラテックス及び擬ラテックス」は本発明の
説明における文脈において区別することなく使用される。
【００６５】
ラテックスは、当業者に周知である方法に従ってモノマーの懸濁若しくはエマルジョン重
合化又は共重合化により一般的に得られる。そのようなモノマーは、特にスチレン、ブタ
ジエン、アクリロニトリル、クロロプレン、ビニルアセテート、ウレタン、イソプレン、
イソブチレン、及びアクリル酸若しくはメタクリル酸、マレイン酸、クロトン酸、又はイ
タコン酸又はそれらのエステル又はアミドから選択され得る。
【００６６】
表現「擬ラテックス」は、ポリマーの一般的に球形粒子からなる分散物を意味し、これら
の粒子はポリマーを適切な水性相に分散することにより得られる。
【００６７】
表現「擬ラテックス」は、「ラテックス」及び「合成ラテックス」と混同されるべきでは
ない。ラテックス又は合成ラテックスは、上述されたように、適切な水性相において１以
上のモノマーの重合化により直接得られるポリマーの粒子からなる分散物でもまたある。
【００６８】
これらのラテックス又は擬ラテックスは、本発明に従う化粧料組成物に良好な耐水性を与
えるのに有利であるフィルム形成性を有する。従って、これらのラテックス又は擬ラテッ
クスに含まれるポリマーは、フィルム形成性ポリマーともまた呼ばれる。
【００６９】
本発明に従って、考慮されているラテックス又は擬ラテックスに含まれ得るフィルム形成
性ポリマーの中で、重縮合タイプ又はラジカルタイプの合成ポリマーがより特に挙げられ
得る。
【００７０】
重縮合物タイプの合成フィルム形成性ポリマーの中では、アニオン性、カチオン性、ノニ
オン性、又は両性であってもよいポリウレタン、ポリウレタン－アクリル、ポリウレタン
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－ポリビニルピロリドン、ポリエステル－ポリウレタン、ポリエーテルポリウレタン、ポ
リウレア、ポリウレア－ポリウレタン、及びそれらの混合物が挙げられ得る。
【００７１】
ポリウレタンは、単独で又は混合物として、例えば、脂肪族、環状脂肪族、又は芳香族ポ
リウレタン、ポリウレア－ポリウレタン又はポリウレアの共重合体であることができ、以
下のものを含む。
・直線又は分岐状の脂肪族及び／又は環状脂肪族及び／又は芳香族のポリエステル起源の
少なくとも１のブロック、及び／又は
・脂肪族及び／又は環状脂肪族及び／又は芳香族のポリエーテル起源の少なくとも１のブ
ロック、及び／又は
・置換されている又は置換されていない、分岐状又は分岐状でない、少なくとも１のシリ
コーンブロック、例えばポリジメチルシロキサン又はポリメチルフェニルシロキサン、及
び／又は
・弗素化された基を含む少なくとも１のブロック。
【００７２】
本発明において定義されるポリウレタンは、分岐状又は非分岐状のポリエステル又は可動
性の水素を含むアルキドからもまた得られ得、それらは、ジイソシアネートと、カルボキ
シレート基若しくはカルボン酸基又はスルホネート基若しくはスルホン酸基、実際には中
和化可能な３級アミン基、又は４級アンモニウム基のいずれかを追加的に含む２官能性有
機性の共反応性化合物（例えばジヒドロ、ジアミノ、又はヒドロキシアミノ）との多重付
加により変性される。
【００７３】
ポリエステル、ポリエステルアミド、脂肪鎖ポリエステル、ポリアミド及びエポキシエス
テル樹脂もまた挙げられ得る。
【００７４】
ポリエステルは、公知の方法、即ち、脂肪族又は芳香族二酸と脂肪族又は芳香族ジオール
又はポリオールとの重縮合、により得られ得る。コハク酸、グルタール酸、アジピン酸、
ピメリン酸、スベリン酸、又はセバシン酸が脂肪族二酸として使用され得る。テレフタル
酸、又はイソフタル酸実際には誘導体さえ、例えばフタル酸無水物が芳香族二酸として使
用され得る。エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、ネオ
ペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノール、及び４，４－Ｎ－（１－メチル－プ
ロピリデン）ビスフェノールが脂肪族ジオールとして使用され得る。グリセロール、ペン
タエリスリトール、ソルビトール、及びトリメチロールプロパンがポリオールとして使用
され得る。
【００７５】
ポリエステルアミドは、ポリエステルと同様に、二酸とジアミン又はアミノアルコールと
の重縮合により得られ得る。エチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、及びメタ－又
はパラ－フェニレンジアミンが、ジアミンとして使用され得る。モノエタノールアミンは
、アミノアルコールとして使用され得る。
【００７６】
重縮合の間に使用され得るアニオン性の基を有するモノマーとして、例えばジメチロール
プロピオン酸、トリメリット酸、又は誘導体、例えばトリメリット酸無水物、酸３－スル
ホペンタンジオールのナトリウム塩、及び５－スルホ－１，３－ベンゼンジカルボン酸の
ナトリウム塩が挙げられ得る。脂肪鎖を有するポリエステルは、重縮合の間に脂肪鎖を有
するジオールにより得られ得る。エポキシエステル樹脂は、脂肪酸とα，ω－ジエポキシ
末端における縮合体との重縮合により得られ得る。
【００７７】
用語「ラジカルタイプの合成フィルム形成性ポリマー」又は「ラジカルポリマー」は、不
飽和、特にエチレン性不飽和、を有するモノマーの重合により得られるポリマーを意味す
ることが理解され、各モノマーはホモ重合（重縮合とは異なる）することができる。
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【００７８】
ラジカルポリマーは、特にアクリル及び／又はビニルホモポリマー又はコポリマーである
ことができる。
【００７９】
アクリルポリマーは、アクリル酸又はメタクリル酸エステル及び／又はアミドから選択さ
れるモノマーの共重合化から生じることができる。
【００８０】
酸モノマーのエステルは（メタ）アクリル酸のエステル（（メタ）アクリレートとして公
知である）、特にアルキル（メタ）アクリレート、特にＣ１～Ｃ３０のアルキル（メタ）
アクリレート、好ましくはＣ１～Ｃ２０のアルキル（メタ）アクリレート、アリール（メ
タ）アクリレート、特にＣ６～Ｃ１０アリール（メタ）アクリレート、ヒドロキシアルキ
ル（メタ）アクリレート特にＣ２～Ｃ６のヒドロキシアルキルの（メタ）アクリレートか
ら有利に選択される。
【００８１】
エステルタイプのモノマーの例として、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）ア
クリレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、２－エチ
ルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート、及びシクロヘキシル
（メタ）アクリレートが挙げられ得る。アミドタイプのモノマーの例として、Ｎ－（ｔ－
ブチル）アクリルアミド及びＮ－（ｔ－オクチル）アクリルアミドが挙げられ得る。
【００８２】
酸モノマーのアミドとして、例えば、（メタ）アクリルアミド、特にＮ―アルキル（メタ
）アクリルアミド、特にＣ２～Ｃ１２のアルキル、（メタ）アクリルアミドが挙げられ得
る。Ｎ―アルキル（メタ）アクリルアミドの中で、Ｎ－エチルアクリルアミド、Ｎ－（ｔ
－ブチル）アクリルアミド、及びＮ－（ｔ－オクチル）アクリルアミド及びＮ－（ウンデ
シル）アクリルアミドが挙げられ得る。
【００８３】
親水性基、好ましくはノニオン性のもの、を含むエチレン性不飽和を有するモノマー、例
えばヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、ヒドロキシ
エチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレートの共重合化により得られ
るアクリルポリマーが好ましく使用される。
【００８４】
ビニルポリマーは、ビニルエステル、スチレン又はブタジエンから選択されたモノマーの
ホモ重合化若しくは共重合化から生じることができる。ビニルエステルの例として、酢酸
ビニル、ネオデカン酸ビニル、ピバリン酸ビニル、安息香酸ビニル、ｔ－ブチル安息香酸
ビニルが挙げられ得る。
【００８５】
スチレンモノマーとして、スチレン及びα―メチルスチレンが挙げられ得る。
【００８６】
アクリル／シリコーンのコポリマー、実際にはニトロセルロース／アクリルコポリマーも
また使用され得る。
【００８７】
ポリウレタン、ポリウレア、ポリエステル、ポリエステルアミド及びアルキドからなる群
から選択される少なくとも１のポリマーの既存の粒子の内部及び／又は部分的に表面にお
ける１以上のラジカルモノマーのラジカル重合化から生じるポリマーもまた挙げられ得る
。
【００８８】
フィルム形成性ポリマーの水性分散物として、Ａｖｅｃｉａ－Ｎｅｏｒｅｓｉｎｓ社によ
りＮｅｏｃｒｙｌ　ＸＫ－９０（商標）、Ｎｅｏｃｒｙｌ　Ａ－１０７０（商標），Ｎｅ
ｏｃｒｙｌ　Ａ－１０９０（商標），Ｎｅｏｃｒｙｌ　ＢＴ－６２（商標），Ｎｅｏｃｒ
ｙｌ　Ａ－１０７９（商標），及びＮｅｏｃｒｙｌ　Ａ－５２３（商標）の名前で販売さ
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れるアクリル分散物、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ社によるＤｏｗ　Ｌａｔｅｘ　４３２（
商標）、Ｄａｉｔｏ　Ｋａｓｅｙ　Ｋｏｇｙｏ社によるＤａｉｔｏｓｏｌ　５０００　Ａ
Ｄ（商標）又はＤａｉｔｏｓｏｌ　５０００　ＳＪ；ＩｎｔｅｒｐｏｌｙｍｅｒによるＳ
ｙｎｔｒａｎ　５７６０又はＲｏｈｍ＆ＨａａｓによるＡｌｌｉａｎｚ　Ｏｐｔ（商標）
、又はＡｖｅｃｉａ－Ｎｅｏｒｅｓｉｎｓ社によりＮｅｏｒｅｚ　Ｒ－９８１（商標）、
及びＮｅｏｒｅｚ　Ｒ－９７４（商標）の名前で販売されている水性ポリウレタン分散物
、ＧｏｏｄｒｉｃｈによるＡｖａｌｕｒｅ　ＵＲ－４０５（商標）、Ａｖａｌｕｒｅ　Ｕ
Ｒ－４１０（商標）、Ａｖａｌｕｒｅ　ＵＲ－４２５（商標）、Ａｖａｌｕｒｅ　ＵＲ－
４５０（商標）、Ｓａｎｃｕｒｅ　８７５（商標）、Ｓａｎｃｕｒｅ　８６１（商標）、
Ｓａｎｃｕｒｅ　８７８（商標）、及びＳａｎｃｕｒｅ　２０６０（商標）、Ｂａｙｅｒ
社によるＩｍｐｒａｎｉｌ　８５（商標）、Ｈｙｄｒｏｍｅｒ社によるＡｑｕａｍｅｒｅ
　Ｈ－１５１１（商標）、Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ社によ
る商品名ＥａｓｔｍａｎＡＱ（商標）で販売されているスルホポリエステル、ビニルの分
散物、例えばＭｅｘｏｍｅｒｅ　ＰＡＭ、ポリビニルアセテートの水性分散物、例えば日
進化学社製のＶｉｎｙｂｒａｎ（商標）、又はＵｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅ社から販売さ
れているもの、ビニルピロリドン、ジメチルアミノプロピルメタクリルアミド、及び塩化
ラウリルジメチルプロピルメタクリルアミドアンモニウムのターポリマーの水性分散物、
例えばＩＳＰ製のＳｔｙｌｅｚｅ　Ｗ（商標）、ポリウレタン－ポリアクリルハイブリッ
ドポリマーの水性分散物、例えばＡｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓにより製品名Ｈｙｂｒｉｄｕ
ｒ（商標）で、又はＮａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｒｃｈ社によりＤｕｒｏｍｅｒ（商標）で
販売されているもの、コア／シェルタイプの分散物：例えばＡｒｋｅｍａ社によりブラン
ド名Ｋｙｎａｒで販売されているもの（コア：フッ素化されている、シェル：アクリル）
、又は米国特許第５１８８８９９号に記載されているもの（コア：シリカ、シェル：シリ
コーン）、及びそれらの混合物が使用され得る。
【００８９】
有利には、関心のある物質はＡｖａｌｕｒｅ　ＵＲ４５０（商標）の名前で販売されてい
る水性分散物である。
【００９０】
水性分散物の粒子を構成するポリマーは有利にはイオン化可能なモノマーを含まない。ジ
エチレングリコール、シクロヘキサンジメタノール、イソフタル酸、及びスルホイソフタ
ル酸の縮合によって得られるスルホポリエステルは、そのようなイオン化可能なモノマー
を特に含み、該モノマーは該ポリエステルに水へのある程度の親和性を与える。対照的に
、フィルム形成性ポリマーが水へのそのような親和性を示さない組成物が好ましい。
【００９１】
本発明に非常に特に適切であるラテックスタイプの水に分散可能なフィルム形成性ポリマ
ーとしてアクリレートコポリマー、より特に４０％エマルションとしてのアクリレートコ
ポリマー、例えばＩｎｔｅｒｐｏｌｙｍｅｒ社によりＳｙｎｔｒａｎ（商標）５７６０の
商標名で販売されているものが特に挙げられ得る。
【００９２】
本発明の一つの実施態様に従うと、本組成物は、フィルム形成性ポリマーによるフィルム
の形成を促進する可塑剤を含むことができる。そのような可塑剤は所望される役割を果た
すことができるものとして当業者に公知の任意の化合物から選択されることができる。
【００９３】
明らかな理由から、第一の組成物（Ａ）を形成する生理学的に許容される媒体の選択は、
選択されるフィルム形成性ポリマーの性質に直接関連する。
【００９４】
そうすると、フィルム形成性ポリマーが水性相中に分散しているポリマー、即ちラテック
スであるところの、もう一つの好ましい形においては、組成物（Ａ）は水及び／又は少な
くとも１の水溶性溶媒を含む水性相を含む。
【００９５】
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本発明において、用語「水溶性溶媒」は、環境温度において液状であり、水と混和性（２
５℃、及び大気圧において５０重量％超の水における混和性）がある化合物を意味する。
【００９６】
組成物（Ａ）において使用され得る水溶性溶媒の中で、１～５の炭素原子を有する低級モ
ノアルコール、例えばエタノール又はイソプロパノール、２～８の炭素原子を有するグリ
コール、例えばエチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－ブチレングリコー
ル、及びジプロピレングリコール、Ｃ３～Ｃ４のケトン、及びＣ２～Ｃ４のアルデヒドが
挙げられ得る。
【００９７】
水性相（水及び／又は水溶性溶媒）は組成物（Ａ）中へそのまま導入されることができる
か、又は、該組成物（Ａ）を構成する１以上の成分によりそこに取り込まれることができ
る。すなわち、水は、ラテックス又は擬ラテックスの導入、即ち、ポリマー粒子の水性分
散物により、あるいは逆ラテックス（ｉｎｖｅｒｓｅ　ｌａｔｅｘ）、例えば商標名Ｓｉ
ｍｕｌｇｅｌ（商標）で販売されている種々のタイプの化合物、の導入により化粧料組成
物（Ａ）に特に導入されることができる。
【００９８】
別の好ましい実施態様に従うと、本発明に従う組成物（Ａ）は少なくとも１のポリ電解質
を含む。
【００９９】
ｂ）電解質
用語「ポリ電解質」は、本願の意味において、水又は任意の他のイオン化媒体中に溶解さ
れたとき解離して、少なくとも１のイオンを与える能力を有するマクロ分子物質を意味す
ることが理解される。言い換えると、ポリ電解質は、少なくとも１のイオン化可能なモノ
マーを含むポリマーである。
【０１００】
組成物（Ａ）におけるそのような電解質の存在は、メイクアップされたまつ毛の上に、次
に堆積された水又は水性組成物（Ｂ）と接触すると、化粧料の分野において特に評価され
るまつ毛の体積増加効果により有利に表現される膨潤効果を生み出すことを可能にする。
【０１０１】
ポリ電解質はポリ酸、ポリ塩基、ポリ塩、又はポリ両性電解質であることができる。本発
明の文脈において、それはポリ酸又はより有利には強いポリ酸である。
【０１０２】
特に、例えばポリ電解質が水において解離したとき、ポリ電解質は、例えば、ポリアニオ
ンを与える。
【０１０３】
好ましくは、本発明に従う化粧料組成物（Ａ）に含まれるポリ電解質は、分岐状及び／又
は架橋されたアニオン性ポリマーである。
【０１０４】
解離の間に形成されるポリイオンの対イオンは、任意の性質、無機又は有機であることが
できる。
【０１０５】
特に、ポリ電解質が分岐状又は架橋されたアニオン性ポリマーであるとき、カチオンは、
アルカリ金属若しくはアルカリ土類金属カチオン、例えばナトリウム若しくはカリウム、
又はアンモニウムイオンであり得る。
【０１０６】
ナトリウム陽イオンＮａ＋が好ましい。このことはそれが、以下のポリ電解質のリストに
主に記載されている理由であるが、これは、この特定の対イオンになんら制限を構成しな
い。
【０１０７】
本発明に適するポリ電解質として、以下が挙げられ得る：
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　　・アクリルアミド／Ｎａ　ＡＭＰＳコポリマー、例えばポリソルベート８０を界面活
性剤として含み、イソヘキサデカンをオイル相として含むエマルジョン形態におけるＳｉ
ｍｕｌｇｅｌ　６００（商標）（ＳＥＰＰＩＣ社により販売されている）、又は同社によ
り販売されているＳｉｍｕｌｇｅｌ　ＥＧ（商標），Ｓｉｍｕｌｇｅｌ　Ａ（商標）及び
Ｓｉｍｕｌｇｅｌ　５０１（商標）。Ｓｉｍｕｌｇｅｌ　６００（商標）は、特にフラン
ス国特許第２７８５８０１号に記載されている。それは実際には、逆ラテックスである。
ポリ電解質ＡＭＰＳは、部分的若しくは完全に特にナトリウム塩又はアンモニウム塩の形
で塩化されており、ＡＭＰＳ及びアクリルアミドをもまた含む混合物中に３０モル％～５
０モル％のレベルで含まれており、それ自身、５０～７０％のレベルで存在する、２－メ
チル－２－［（１－オキソ－２－プロペニル）アミノ］－１－プロパンスルホン酸である
。
　　・粉末状の、架橋された澱粉グリコレートナトリウム、
　　・ポリアクリレートナトリウム、例えばＡｒｋｅｍａ社により販売されているＮｏｒ
ｓｏｃｒｙｌ　Ｓ３５（商標）、又はＣｏｇｎｉｓ社により販売されているＣｏｓｍｅｄ
ｉａ　ＳＰ（商標）
　　・イオン化可能な多糖類誘導体、例えばセルロース塩、及びアルギン酸ナトリウム塩
　　・グラフト化された澱粉に基づくコポリマー、例えばＧｒａｉｎ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉ
ｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ社製のＷａｔｅｒｌｏｃｋ（商標）製品（例えばＡ－１８
０及びＧ－４００）、
　　・Ｓｙｎｔｈｌｅｎ　Ｋ（商標）タイプのポリアクリル酸、
　　・Ｐｅｍｕｌｅｎ（商標）タイプのポリアクリル酸／アルキルアクリレートコポリマ
ー
　　・例えばＣｌａｒｉａｎｔ社により販売されているＡＭＰＳ（アンモニアで部分的に
中和され、かつ高度に架橋されたポリアクリルアミドメチルプロパンスルホン酸）、
　　・ＡＭＰＳ及びポリオキシエチレン化され（かつ架橋されている又は架橋化されてい
ない）アルキルメタクリレートのコポリマー、
　　・カルボキシメチルセルロースナトリウム、およびセルロースのすべてのイオン化可
能な誘導体、
　　・及びそれらの混合物。
【０１０８】
ポリアクリレートナトリウム、及びアクリルアミド／ＡＭＰＳコポリマー及びそれらのコ
ポリマーは、本発明に最も適する。好ましくは、関心のある物質は、Ｓｉｍｕｌｇｅｌ６
００（商標）の商標名で販売されているポリ電解質である。
【０１０９】
本発明に従う組成物において体積増加効果が所望されるとき、ポリ電解質の含有量は、も
ちろん、この効果が実際に生み出されることができるように調節されるように気を配る。
【０１１０】
ポリ電解質の量は、ポリ電解質の性質に依存して有意に変動し得ることが理解される。こ
の量は、化粧料組成物（Ａ）に体積増加効果が所望されるとき、体積増加効果を与えるの
に必要でありかつ十分である量に少なくとも等しい量である。それは有効量ともまた記載
される。
【０１１１】
有利に、ポリ電解質は、化粧料組成物（Ａ）の総重量に対して、固形重量で０．０５～１
５重量％、より好ましくは０．１～１０重量％、よりよくは０．５～５重量％の範囲の含
有量で化粧料組成物（Ａ）に存在する。
【０１１２】
少なくとも１のフィルム形成剤、及びもし適切であれば、フィルムを形成することのでき
る追加の剤に加えて、組成物（Ａ）は、マスカラ組成物に慣用的に存在する他の成分、例
えばフィラー、界面活性剤、又は着色物質を含むことができる。そのような化合物は、よ
り特に以下に記載される。
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【０１１３】
組成物（Ａ）がまつ毛に施与された後、組成物（Ａ）は乾燥される。この乾燥は環境温度
において、又は、もし適切であれば、適切な乾燥方法、例えば加熱くしタイプの適用によ
り行われることができる。
【０１１４】
この乾燥は好ましい条件（乾燥時間、乾燥温度）下で行われて、第一の組成物（Ａ）の堆
積された層から、メイクアップされたまつ毛のそれぞれを囲むメイクアップの鞘を形成す
ることを可能にする。
【０１１５】
組成物（Ｂ）
上で述べたように、組成物（Ａ）でメイクアップされたまつ毛は、まつ毛の表面に第一の
組成物（Ａ）から形成されたメイクアップフィルムの鞘のよりよい可動性に有利に働くこ
とを意図された第二の水性組成物（Ｂ）と有利に接触させられることができる。
【０１１６】
第二の組成物（Ｂ）がすべて又は一部が水で形成される。第一の別の形に従うと、組成物
（Ｂ）は、水だけで形成されていることができる。第二の別の形に従うと、それは水性溶
液、すなわち１以上の水溶性溶媒、特に上で定義されたもの、との混合物としての水から
形成されている。
【０１１７】
組成物（Ｂ）として、当業者に公知の任意の水性組成物が使用され得る。
【０１１８】
もし組成物（Ａ）が、例えば、ベースコートタイプのマスカラのエマルションの形で提供
されるならば、水性組成物（Ｂ）自身は、ミルク、エマルション、ローションのトップコ
ートタイプのマスカラの形で提供されることができる。
【０１１９】
水性組成物（Ｂ）又は化粧料組成物（Ａ）がエマルションの形で提供されるならば、それ
は油中水（Ｗ／Ｏ）又は水中油（Ｏ／Ｗ）のエマルション又は多重（Ｗ／Ｏ／Ｗ又はＯ／
Ｗ／Ｏ）エマルションであることができる。
【０１２０】
この水性組成物（Ｂ）は好ましくは水性連続相を、もし適切であれば油状相と組み合わせ
て、特に以下に定義されるもの、を含む。
【０１２１】
この水性組成物（Ｂ）は、１以上の界面活性剤をもまた含むことができる。
【０１２２】
明らかな理由から、これらの界面活性剤の選択並びにそれらそれぞれの量は、該組成物に
より形成される鞘に関して組成物（Ｂ）の有効性に影響を与えないように調節される。す
なわち、組成物（Ｂ）に存在する界面活性剤は該組成物（Ａ）に関して洗剤の役割を提供
してはならない。
【０１２３】
組成物（Ｂ）と組成物（Ａ）によりメイクアップされたまつ毛との接触は、手動で、例え
ばメイクアップされたまつ毛に組成物（Ｂ）で含浸されたサポートの施与により達成され
ることができる。このサポートはブラシ、くし、ワイプタイプの基体又はそれが施与され
ることを許す任意の他の道具であることができる。
【０１２４】
この接触の持続期間は、まつ毛の所望される湿潤化、すなわちメイクアップ鞘の移動にお
ける改善に好都合な湿潤化、すなわちまつ毛からまつ毛の上端に向かってのよりよい分離
を可能にするように調節される。
【０１２５】
この移動は、手動で、又は他の道具であってこの移動を可能にするもの、例えばまつ毛に
熱を施与するために提供された道具のピンセットのタイプを使用して達成されることがで
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きる。そのようにして、連続したまつ毛に亘って分散された複数の鞘は同時に移動される
ことができる。これらの鞘のまつ毛の末端へ向かっての移動及びメイクアップ鞘の配置の
結果、後者は乾燥させることにより再び固定され、その結果それらの元の接着レベルを回
復する。
【０１２６】
界面活性剤
組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）、好ましくは組成物（Ｂ）は、ノニオン性、アニオン性、
カチオン性又は両性の界面活性剤即ち界面活性乳化剤を含むことができる。界面活性剤の
性質及び機能（乳化）の定義については、書類「化学技術の百科事典、Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈ
ｍｅｒ」、第３版、１９７９年、ワイリー、第２２巻、ｐｐ．３３３－４３２、を参照さ
れたい。アニオン性、両性、及びノニオン界面活性剤については、この参考文献の特に３
４７～３７７ページを参照されたい。
【０１２７】
そのような界面活性剤は、組成物の総重量に対して特に０．１～２０重量％、さらにより
よくは０．３～１５重量％の範囲の割合で存在することができる。
【０１２８】
明らかな理由から、界面活性剤の選択は組成物（Ａ）及び（Ｂ）のために選択された配合
物のタイプに関して水性相又は水中油若しくは油中水エマルションが関係するか否かに従
って選択される。
【０１２９】
従って、水中油エマルジョンを得るためには、特に、２５℃において８以上のＧｒｉｆｆ
ｉｎの意味におけるＨＬＢバランス（疎水性－親油性バランス）を有する乳化性界面活性
剤が使用され得る。Ｇｒｉｆｆｉｎに従うＨＬＢ値は、Ｊ．Ｓｏｃ．Ｃｏｓｍ．Ｃｈｅｍ
．１９５４年（第５巻），ｐｐ．２４９－２５６ページにおいて定義されている。
【０１３０】
本発明に従う水性組成物（Ｂ）において使用されることのできる界面活性剤は、以下から
選択される。
　ノニオン性界面活性剤：
　　　ａ）２５℃において８以上のＨＬＢを有するノニオン性界面活性剤（単独で又は混
合物として使用される）特に以下のものが挙げられ得る。
　　　　　・オキシエチレン化及び／又はオキシプロピレン化されたグリセロールエーテ
ルであって、１～１５０のオキシエチレン及び／又はオキシプロピレン単位を含み得るも
の、
　　　　　・脂肪族アルコール、特にＣ８～Ｃ２４，好ましくはＣ１２～Ｃ１８の脂肪族
アルコール、のオキシエチレン化及び／又はオキシプロピレン化されたエーテル（１～１
５０のオキシエチレン及び／又はオキシプロピレン単位を含み得る）、例えば２０のオキ
シエチレン単位を含むステアリルアルコールのオキシエチレン化されたエーテル（ＣＴＦ
Ａ名「Ｓｔｅａｒｅｔｈ－２０」）、例えばＵｎｉｑｅｍａ社により市販されているＢｒ
ｉｊ７８、３０のオキシエチレン単位を含むセタリールアルコールのオキシエチレン化さ
れたエーテル（ＣＴＦＡ名「Ｃｅｔｅａｒｅｔｈ－３０」）及び７のオキシエチレン単位
を含むＣ１２～Ｃ１５の脂肪族アルコールの混合物のオキシエチレン化されたエーテル（
ＣＴＦＡ名「Ｃ１２～１５Ｐａｒｅｔｈ－７」）、例えばＳｈｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
ｓ社により「Ｎｅｏｄｏｌ　２５－７（商標）」の名前で販売されているもの；
　　　　　・脂肪酸、特にＣ８～Ｃ２４，好ましくはＣ１６～Ｃ２２の脂肪酸、とポリエ
チレングリコール（即ちＰＥＧ）とのエステル（１～１５０のエチレングリコール単位を
含むことができる）、例えばＵｎｉｑｅｍａ社によりＭｙｒｊ　５２Ｐ（商標）の名前で
販売されているＰＥＧ－５０ステアレート及びＰＥＧ－４０モノステアレート；
　　　　　　・脂肪酸、特にＣ８～Ｃ２４、好ましくはＣ１６～Ｃ２２の脂肪酸、とオキ
シエチレン化及び／又はオキシプロピレン化されたグリセロールエーテルとのエステル（
１～１５０のオキシエチレン及び／又はオキシプロピレン単位を含むことができる）、例
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えばＳＥＰＰＩＣ社によりＳｉｍｕｌｓｏｌ２２０（商標）の名前で販売されている２０
０のオキシエチレン単位を含むポリオキシエチレン化されたグリセリルモノステアレート
；３０のオキシエチレン単位を含むポリオキシエチレン化されたグリセリルステアレート
、例えばＧｏｌｄｓｃｈｍｉｄｔ社により販売されている製品Ｔａｇａｔ　Ｓ（商標）、
３０のオキシエチレン単位を含むポリオキシエチレン化されたグリセリルオレエート、例
えばＧｏｌｄｓｃｈｍｉｄｔ社により販売されている製品Ｔａｇａｔ　Ｏ（商標）、３０
のオキシエチレン単位を含むポリオキシエチレン化されたグリセリルココエート、例えば
ＳＨＥＲＥＸ社により販売されている製品Ｖａｒｉｏｎｉｃ　ＬＩ　１３（商標）、３０
のオキシエチレン単位を含むポリオキシエチレン化されたグリセリルイソステアレート、
例えばＧｏｌｄｓｃｈｍｉｄｔ社により販売されている製品Ｔａｇａｔ　Ｌ（商標）、及
び３０のオキシエチレン単位を含むポリオキシエチレン化されたグリセリルラウレート、
例えばＧｏｌｄｓｃｈｍｉｄｔ社により販売されている製品Ｔａｇａｔ　Ｉ（商標）；
　　　　　　・脂肪酸、特にＣ８～Ｃ２４、好ましくはＣ１６～Ｃ２２の脂肪酸、とオキ
シエチレン化及び／又はオキシプロピレン化されたソルビトールエーテルとのエステル（
１～１５０のオキシエチレン及び／又はオキシプロピレン単位を含み得る）、例えばＵｎ
ｉｑｅｍａ社によりＴｗｅｅｎ６０（商標）の名前で販売されているポリソルベート６０
；
　　　　　　・ジメチコーンコポリオール、例えばダウコーニング社によりＱ２－５２２
０（商標）の名前で販売されている製品；
　　　　　　・ジメチコーンコポリオールベンゾエート、例えばＦｉｎｔｅｘ社によりＦ
ｉｎｓｏｌｖ　ＳＬＢ　１０１（商標）及び２０１（商標）の名前で販売されている製品
；
　　　　　　・プロピレンオキサイドとエチレンオキサイドとのコポリマー、即ちＥＯ／
ＰＯ重縮合物とも呼ばれるもの；
　　　　　　・及びそれらの混合物。
【０１３１】
ＥＯ／ＰＯ重縮合体は、より特に、ポリエチレングリコールブロック及びポリプロピレン
グリコールブロックからなるコポリマーであり、例えばポリエチレングリコール／ポリプ
ロピレングリコール／ポリエチレングリコールのトリブロック重縮合体である。
【０１３２】
これらのトリブロック重縮合体は、例えば以下の化学構造を有する：
　H-(O-CH2-CH2)a-(O-CH(CH3)-CH2)b-(O-CH2-CH2)a-OH、
ここでａは２～１２０であり、ｂは１～１００である。
【０１３３】
ＥＯ／ＰＯ重縮合体は好ましくは１０００～１５０００、さらによりよく２０００～１３
０００の範囲の重量平均分子量を有する。有利には、該ＥＯ／ＰＯ重縮合体は、２０℃以
上、好ましくは、６０℃以上の、１０ｇ／蒸留水１Ｌにおける曇り点を有する。曇り点は
、ＩＳＯ　１０６５標準に従って測定される。本発明に従って使用され得るＥＯ／ＰＯ重
縮合体としてＩＣＩ社によりＳｙｎｐｅｒｏｎｉｃ（商標）、例えばＳｙｎｐｅｒｏｎｉ
ｃ　ＰＥ／Ｌ４４（商標）及びＳｙｎｐｅｒｏｎｉｃ　ＰＥ／Ｆ１２７（商標）の名前で
販売されているポリエチレングリコール／ポリプロピレングリコール／ポリエチレングリ
コールトリブロック重縮合体が挙げられ得る；
【０１３４】
ｂ）２５℃において８未満のＨＬＢを有するノニオン性界面活性剤、任意的に２５℃にお
いて８超のＨＬＢを有する１以上のノニオン性界面活性剤、例えば上記のもの、と組み合
わされてもよい、例えば
　　　　　　・単糖類のエステル及びエーテル、例えばスクロースステアレート、スクロ
ースココエート、ソルビタンステアレート及びそれらの混合物、例えばＩＣＩ社により販
売されているＡｒｌａｔｏｎｅ　２１２１（商標）又はＵｎｉｑｅｍａ社により販売され
ているＳｐａｎ６５Ｖ；　
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　　　　　　・脂肪酸、特にＣ８～Ｃ２４及び好ましくはＣ１６～Ｃ２２の脂肪酸、とポ
リオール、特にグリセロール、又はソルビトールとのエステル、例えばＧｏｌｄｓｃｈｍ
ｉｄｔ社によりＴｅｇｉｎ　Ｍ（商標）の名前で販売されているグリセリルステアレート
、グリセリルラウレート例えばＨｕｌｓ社によりＩｍｗｉｔｏｒ　３１２（商標）の名前
で販売されている製品、ポリグリセリル－２ステアレート、ソルビタントリステアレート
及びグリセリルリシノールエート；
　　　　　　・オキシエチレン化及び／又はオキシプロピレン化エーテル、例えば２のオ
キシエチレン単位を含むステアリルアルコールのオキシエチレン化エーテル（ＣＴＦＡ名
「Ｓｔｅａｒｅｔｈ－２」、例えばＵＮＩＱＥＭＡ社により市販されているＢＲＩＪ７２
（商標）；
　　　　　　・Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ社によりＱ２－３２２５Ｃ（商標）の名前で販売
されているシクロメチコーン／ジメチコーンコポリオールの混合物。
【０１３５】
　　アニオン性界面活性剤：
　　　ａ）ポリオキシエチレン化された脂肪酸の塩、特にアミノ塩又はアルカリ金属塩及
びそれらの混合物；
　　　ｂ）Ｃ１６～Ｃ３０脂肪酸の塩、特にアミノ塩、例えばトリエタノールアミンステ
アレート又は２－アミノ－２－メチルプロパン－１，３－ジオールステアレート；
　　　ｃ）リン酸エステル及びそれらの塩、例えば「ＤＥＡ　ｏｌｅｔｈ－１０ホスフェ
ート」（Ｃｒｏｄａ社製のＣｒｏｄａｆｏｓ　Ｎ　１０Ｎ）又はモノカリウムモノセチル
ホスフェート（Ｇｉｖａｕｄａｎ社製　Ａｍｐｈｉｓｏｌ　Ｋ又はＵｎｉｑｕｅｍａ社製
Ａｒｌａｔｏｎｅ　ＭＡＰ　１６０Ｋ（商標））；
　　　ｄ）スルホサクシネート、例えば「ＰＥＧ－５サイトレートラウリルスルホサクシ
ネート二ナトリウム」及び「リシノールアミドＭＥＡスルホサクシネート二ナトリウム」
；
　　　ｅ）アルキルエーテルサルフェート、例えばラウリルエーテルサルフェートナトリ
ウム塩；
　　　ｆ）イセチオネート；
　　　ｇ）アシルグルタメート例えば「水素化牛脂グルタメート二ナトリウム」（味の素
社により販売されているアミソフトＨＳ－２１Ｒ（商標））、及びそれらの混合物。
【０１３６】
　　カチオン性界面活性剤：
　　　ａ）アルキルイミダゾリジニウム例えばイソステアリルエチルイミドニウムエトサ
ルフェート；
　　　ｂ）アンモニウム塩例えば（Ｃ１２～３０のアルキル）トリ（Ｃ１～４のアルキル
）アンモニウムハロゲン化物、例えばＮ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－１－ドコサナミニウム塩
化物（又はベヘントリモニウムクロライド）。
【０１３７】
　　両性界面活性剤：
Ｎ－アシルアミノ酸、例えばＮ－アルキルアミノアセテート及びココアンホジ酢酸二ナト
リウム、及びアミンオキサイド例えばステアラミンオキサイド、又はシリコーン界面活性
剤例えばジメチコーンコポリオールホスフェート例えばＰｈｏｅｎｉｘ　Ｃｈｅｍｉｃａ
ｌ社によりＰｅｃｏｓｉｌ　ＰＳ　１００（商標）の名前で販売されているもの。
【０１３８】
上に述べたように、化粧料組成物（Ａ）及び水性組成物（Ｂ）は、上記の必要な化合物に
加えて、以下に定義される生理学的に許容される媒体を含む。
【０１３９】
生理学的に許容される媒体
上で述べたように、本発明に従う組成物（Ａ）又は（Ｂ）を構成する生理学的に許容され
る媒体は、脂肪相を含むことができる。後者は少なくとも１のオイル及び／又は少なくと
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も１のワックスを含むことができる。
【０１４０】
用語「オイル」は環境温度（２５℃）及び大気圧（７６０ｍｍＨｇ、すなわち１０５Ｐａ
）において液状である脂肪質物質を意味することが理解される。オイルは揮発性又は非揮
発性であり得る。
【０１４１】
用語「揮発性オイル」は本発明の意味において、皮膚又はケラチン繊維と接触したとき室
温及び大気圧において１時間未満内に蒸発することのできるオイルを意味することが理解
される。本発明の揮発性オイルは、室温及び大気圧において０．１３Ｐａ～４００００Ｐ
ａ（１０－３～３００ｍｍＨｇ）の範囲、特に１．３Ｐａ～１３０００Ｐａ（０．０１～
１００ｍｍＨｇ）の範囲、より特に１．３Ｐａ～１３００Ｐａ（０．０１～１０ｍｍＨｇ
）の範囲のゼロでない蒸気圧を有する、室温において液状である揮発性の化粧料オイルで
ある。
【０１４２】
用語「非揮発性オイル」とは、室温及び大気圧において皮膚又はケラチン性繊維の上に少
なくとも数時間残り、特に１０－３ｍｍＨｇ（０．１３Ｐａ）未満の蒸気圧を有するオイ
ルを意味することが理解される。
【０１４３】
該オイルは、任意の生理学的に許容される、特に化粧的に許容されるオイル、特に鉱物、
動物、植物及び合成オイル、特に揮発性又は非揮発性の炭化水素及び／又はシリコーン及
び／又はフッ素化されたオイル及びそれらの混合物から選択され得る。より具体的には、
用語「炭化水素オイル」は炭素原子及び水素原子を主に含み、ヒドロキシ、エステル、エ
ーテル、及びカルボキシル官能基から選択された１以上の官能基を任意的に含んでいても
よいオイルを意味することが理解される。一般的に該オイルは０．５～１０００００ｍＰ
ａ．ｓ，好ましくは５０～５００００ｍＰａ．ｓ、より好ましくは１００～３０００００
ｍＰａ．ｓの粘度を示す。
【０１４４】
本発明において使用されることのできる揮発性オイルの例として、以下のものが挙げられ
得る。
　　　・８～１６の炭素原子を有する炭化水素オイル、特に分岐状のＣ８～Ｃ１６アルカ
ンから選択され得る揮発性の炭化水素のオイル、例えば石油起源のＣ８～Ｃ１６のイソア
ルカン（イソパラフィンとしても公知である）、例えばイソドデカン（２，２，４，４，
６－ペンタメチルヘプタンとしても公知である）、イソデカン、イソヘキサデカン、そし
て例えば商標名Ｉｓｏｐａｒ（商標）又はＰｅｒｍｅｔｙｌｓ（商標）の下で販売されて
いるオイル、分岐状のＣ８～Ｃ１６エステル例えばネオペンタン酸イソヘキシル、及びそ
れらの混合物。他の揮発性の炭化水素オイル、例えば石油の留出物、特にＳｈｅｌｌ社に
よりＳｈｅｌｌ　Ｓｏｌｔ（商標）の名前の下に販売されているものもまた使用され得る
。
　　　・揮発性のシリコーン、例えば揮発性の直鎖又は環状シリコーンオイル、特に≦８
センチストーク（８×１０－６ｍ２／ｓ）の粘度を有し、特に２～７の珪素原子を有する
もの、これらのシリコーンは任意的に１～１０の炭素原子を有するアルキル又はアルコキ
シ基を含んでいてもよい。本発明において使用され得る揮発性オイルとして特にオクタメ
チルシクロテトラシロキサン、デカメチルシクロペンタシロキサン、ドデカメチルシクロ
ヘキサシロキサン、ヘプタメチルヘキシルトリシロキサン、ヘプタメチルオクチルトリシ
ロキサン、ヘキサメチルジシロキサン、オクタメチルトリシロキサン、デカメチルテトラ
シロキサン、ドデカメチルペンタシロキサン；
及びそれらの混合物。
【０１４５】
　　　下記一般式（Ｉ）の、揮発性の直鎖のアルキルトリシロキサンもまた挙げられ得る
。
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【０１４６】

【０１４７】
ここでＲは２～４の炭素原子を含み、Ｒの１以上の水素原子がフッ素又は塩素原子で置換
されていることができるアルキル基を表す。
一般式（Ｉ）のオイルの中で、
　　・３－ブチル１，１，１，３，５，５，５－ヘプタメチルトリシロキサン、
　　・３－プロピル１，１，１，３，５，５，５－ヘプタメチルトリシロキサン及び
　　・３－エチル１，１，１，３，５，５，５－ヘプタメチルトリシロキサン
が挙げられ得、それらは、Ｒがそれぞれブチル基、プロピル基、又はエチル基である式（
Ｉ）のオイルに相当する。
【０１４８】
本発明において使用されることのできる非揮発性のオイルとして、以下のものが挙げられ
る：
　　　・動物起源の炭化水素オイル、例えば、ペルヒドロスクワレン；
　　　・植物性の炭化水素オイル、例えば４～２４の炭素原子の脂肪酸の液状トリグリセ
リド例えば、ヘプタン酸若しくはオクタン酸のトリグリセリド又は小麦胚芽オイル、オリ
ーブオイル、スイートアーモンドオイル、パームオイル、菜種油、綿実油、アルファルフ
ァオイル、ポピーシードオイル、かぼちゃ種オイル、キュウリオイル、クロスグリオイル
、月見草オイル、キビオイル、大麦オイル、キノアオイル、ライムギオイル、サフラワー
オイル、ククイナッツオイル、パッションフラワーオイル、ジャコウバラ油、ヒマワリオ
イル、コーン油、大豆油、グレープシードオイル、ゴマ油、ヘーゼルナッツオイル、アプ
リコットオイル、マカデミアオイル、ひまし油、アボカドオイル、カプリル酸／カプリン
酸のトリグリセリド、例えばＳｔｅａｒｉｎｅｒｉｅｓ　Ｄｕｂｏｉｓ社により販売され
るもの若しくはＤｙｎａｍｉｔＮｏｂｅｌ社によりＭｉｇｌｙｏｌ（商標）８１０、８１
２、及び８１８の名前の下に販売されるもの、ホホバオイル、又はシアバター；
　　　・無機は合成起源の直鎖又は分岐状の炭化水素、液状パラフィン及びその誘導体、
液状流動パラフィン、ポリデセン、ポリブテン、水素化されたポリイソブテン例えばパー
レアム（商標）又はスクワラン；
　　　・１０～４０の炭素原子を有する合成エーテル、
　　　・特に脂肪酸の合成エステル、例えば式Ｒ１ＣＯＯＲ２のオイル、ここでＲ１は１
～４０の炭素原子を含む直鎖又は分岐の高級脂肪酸残基を表し、Ｒ２は炭化水素鎖を表し
、それは特に、１～４０の炭素原子を含む分岐状であり、ただしＲ１＋Ｒ２≧１０であり
、例えばプルセリンオイル（オクタン酸セテアリール）、イソノナン酸イソノニル、ミリ
スチン酸イソプロピル、パルミチン酸イソプロピル、Ｃ１２～Ｃ１５アルキルベンゾエー
ト、ラウリル酸ヘキシル、アジピン酸ジイソプロピル、パルミチン酸２－エチルヘキシル
、ステアリン酸２－オクチルドデシル、エルカ酸２－オクチルドデシル、イソステアリン
酸イソステアリル、又はトリメリット酸トリデシル；アルコール又はポリアルコールのオ
クタン酸、デカン酸、又はリシノール酸のエステル、例えば、ジオクタン酸プロピレング
リコール；水酸化されたエステル、例えば乳酸イソステアリル、ヒドロキシステアリン酸
オクチル、ヒドロキシステアリン酸オクチルドデシル、リンゴ酸ジイソステアリル、クエ
ン酸トリイソセチル又は脂肪族アルコールのヘプタン酸エステル、オクタン酸エステル、
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デカン酸エステル；ポリオールエステル、例えば、ジオクタン酸プロピレングリコール；
ジヘプタン酸ネオペンチルグリコール又はジイソノナン酸ジエチレングリコール；及びペ
ンタリスリトールのエステル、例えば、テトライソステアリン酸ペンタエリスリチル；
　　　・１２～２６の炭素原子を有する分岐状及び／又は不飽和の炭素鎖を含み、環境温
度において液状であるところの脂肪族アルコール、例えばオクチルドデカノール、イソス
テアリルアルコール、２－ブチルオクタノール、２－ヘキシルデカノール、２－ウンデシ
ルペンタデカノール、オレイルアルコール；
　　　・高級脂肪酸例えばオレイン酸、リノール酸、又はリノレン酸、
　　　・カーボネート類；
　　　・アセテート類；
　　　・サイトレート類；
　　　・任意的にある程度炭化水素及び／又はシリコーンを含んでいてもよいフッ化オイ
ル、例えばフルオロシリコーンオイル、フッ化ポリエーテル、フッ化シリコーン、例えば
、欧州特許出願公開第８４７７５２号明細書に記載されたもの；
　　　・シリコーンオイル、例えば、非揮発性であり、直鎖又は環状であるポリジメチル
シロキサン（ＰＤＭＳ）；ペンダント状であるアルキル、アルコキシ基又はフェニル基又
はシリコーン鎖の末端にアルキル、アルコキシ、又はフェニル基を含み、各基は２～２４
の炭素原子を有するポリジメチルシロキサン；フェニル化シリコーン、例えばフェニルト
リメチコーン、フェニルジメチコーン、フェニル（トリメチルシロキシ）ジフェニルシロ
キサン、ジフェニルジメチコーン、ジフェニル（メチルジフェニル）トリシロキサン、又
は２－（フェニルエチル）トリメチルシロキシシリケート、
　　　・及びそれらの混合物。
【０１４９】
従って、組成物（Ａ）及び（Ｂ）、より特に組成物（Ａ），は、組成物の総重量に対して
０．１～８０重量％、例えば、０．５～７０重量％，好ましくは１～５０重量％、より好
ましくは５～３０重量％の範囲の含有量の揮発性又は非揮発性のオイルを含み得る。
【０１５０】
従って、組成物（Ａ）及び／又は組成物（Ｂ）、より特に組成物（Ａ）は、少なくとも１
のワックスをもまた含むことができる。
【０１５１】
本発明の文脈において考慮されるワックスは一般的に、環境温度（２５℃）において固体
であり、変形可能又は可能でなく、可逆的な固体／液体の状態変化を示し、３０℃以上の
融点を有し、２００℃まで、特に１２０℃までの範囲であることのできる融点を有する親
油性の化合物である。
【０１５２】
ワックスを液状状態（溶融）させると、ワックスをオイルと混合可能にし、顕微鏡的に均
一な混合物を形成することを可能にするが、該混合物の温度を環境温度に戻すと、混合物
中のオイルにおっけるワックスの再結晶化が得られる。　
【０１５３】
特に、本発明に適するワックスは、４５℃以上、特に５５℃以上の融点を示すことができ
る。
【０１５４】
本発明の意味において、融点は、ＩＳＯ標準１１３５７－３；１９９９に記載されている
熱分析（ＤＳＣと省略する）により観察される最も発熱的なピークの温度に相当する。ワ
ックスの融点は、示差走査熱量計（ＤＳＣ）、例えば、ＴＡインスツルメンツ社により「
ＭＤＳＣ２９２０」の名前で販売されている熱量計により測定されることができる。
【０１５５】
測定プロトコルは以下の通りである：
【０１５６】
ルツボに入れられた５ｍｇのワックスの試料は、加熱速度１０℃／分において－２０℃か
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ら１００℃の範囲の第一昇温に付され、次に１０℃／分の冷却速度で１００℃から－２０
℃に冷却され、最終的に５℃／分の加熱速度において－２０℃～１００℃の範囲の第２昇
温に付される。第２昇温の間に、空のルツボ及び試料のワックスを含むルツボにより吸収
されるエネルギーの差のばらつきが温度の関数として測定される。化合物の融点は、温度
の関数としての吸収されたエネルギーの差のばらつきを表す曲線のピークの頂上に対応す
る温度値である。　
【０１５７】
本発明に従う組成物において使用されることのできるワックスは、環境温度において固体
である、動物、植物、鉱物、又は合成起源のワックス及びそれらの混合物から選択される
。
【０１５８】
本発明に従う組成物中で使用され得るワックスは、一般的に０．０１ＭＰａ～１５ＭＰａ
、特に０．０５ＭＰａ超、特に０．１ＭＰａ超の硬度を示す。
【０１５９】
硬度は、Ｒｈｅｏ社によりＴＡ－ＸＴ２の商品名の下に販売されるテクスチャー分析器（
直径２ｍｍのステンレススチールのシリンダーが装備されており、０．１ｍｍ／秒の測定
速度で移動し、ワックスに０．３ｍｍの浸透深さまで浸透する）を用いて、２０℃におい
て測定された圧縮力の測定により決定される。
【０１６０】
測定プロトコルは以下の通りである：
【０１６１】
ワックスはワックスの融点＋１０℃の温度において溶融される。溶融されたワックスは直
径２５ｍｍ、深さ２０ｍｍの容器に注がれる。ワックスは、ワックスの表面が平らかつな
めらかになるように、環境温度（２５℃）において２４時間再結晶化され、次に、硬度又
は粘着性（ｔａｃｋ）の測定を行う前に２０℃において少なくとも１時間貯蔵される。
【０１６２】
テクスチャー分析器のローターは０．１ｍｍ／秒の速度で移動され、次にワックスに０．
３ｍｍの浸透深さまで浸透する。ローターが、０．３ｍｍの深さまでワックスに浸透した
とき、ローターは１秒間（緩和時間に相当する）固定された状態に維持され、次に０．５
ｍｍ／秒の速度で引き抜かれる。
【０１６３】
硬度の値は、ワックスと接触しているテクスチャー分析器のシリンダーの表面積により除
された測定された最大圧縮力である。
【０１６４】
本発明に適するワックスの例として、特に炭化水素ワックス、例えばビーズワックス、ラ
ノリンワックス、イボタワックス、ブランワックス、コメワックス、カルナウバワックス
、キャンデリラワックス、オウリキュリーワックス、エスパルトワックス、ベリーワック
ス、シェラックワックス、日本ロウ、ハゼロウ、モンタンロウ、オレンジ及びレモンワッ
クス、マイクロクリスタリンワックス、パラフィンワックス、及びオゾケライト、ポリエ
チレンワックス、フィッシャー－トロプシュ合成により得られるワックス、及びワックス
状コポリマー及びそれらのエステルが挙げられ得る。
【０１６５】
直鎖又は分岐のＣ８～Ｃ３２の脂肪鎖を有する動物又は植物オイルの触媒的水素化により
得られたワックスもまた挙げられ得る。これらの中で、異性化されたホホバオイル、例え
ばＤｅｓｅｒｔ　Ｗｈａｌｅ社によりＩｓｏ－Ｊｏｊｏｂａ－５０（商標）の販売用参照
番号で製造又は市販されているｔｒａｎｓ異性化された部分的に水素化されたホホバオイ
ル、水素化ヒマワリ油、水素化ひまし油、水素化ヤシ油、水素化ラノリンオイル、及びＨ
ｅｔｅｒｅｎｅ社によりＨｅｓｔ　２Ｔ－４Ｓ（商標）の名前で販売されているジ（１，
１，１－トリメチロールプロパン）テトラステアレートが特に挙げられ得る。
【０１６６】
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シリコーンワックス及びフッ化ワックスもまた挙げられ得る。
【０１６７】
セチルアルコールでエステル化されたひまし油の水素化により得られるワックス、Ｓｏｐ
ｈｉｍ社によりＰｈｙｔｏｗａｘ　Ｃａｓｔｏｒ　１６Ｌ６４（商標）及び２２Ｌ７３（
商標）の名前で販売されているもの、を使用することもまた可能である。そのようなワッ
クスはフランス国特許出願公開第２７９２１９０号に記載されている。
【０１６８】
一つの実施態様に従うと、組成物（Ａ）は、「粘着性ワックス（ｔａｃｋｙ　ｗａｘ）」
と呼ばれる少なくとも１のワックス、すなわち０．１Ｎ．ｓ以上の粘着性及び３．５ＭＰ
ａ以下の硬度を有するものを含む。使用される粘着性ワックスは特に０．１Ｎ．ｓ～１０
Ｎ．ｓ，特に０．１Ｎ．ｓ～５Ｎ．ｓ，好ましくは０．２～５Ｎ．ｓさらによりよくは０
．３～２Ｎ．ｓ．の範囲の粘着性を有し得る。
【０１６９】
ワックスの粘着性は、硬度のために上で示されたプロトコルに従って２０℃において時間
の関数としての力（圧縮力）の変化を測定することにより決定される。
【０１７０】
１秒の緩和時間の間、力（圧縮力）はそれがゼロになるまで大きく減少し、そして次にロ
ーターの引き抜きの間に力（延伸力）が負になり、次に０の値に向かって再び上昇する。
粘着性は、負の値の力（延伸力）に対応する曲線の部分に対する時間の関数としての力の
曲線の積分に相当する。粘着性の値はＮ．ｓで表される。
【０１７１】
使用され得る粘着性ワックスは、一般的に３．５ＭＰａ以下、特に０．０１ＭＰａ～３．
５ＭＰａの範囲、とりわけ０．０５ＭＰａ～３Ｍｐａの範囲の硬度を有する。
【０１７２】
粘着性ワックスとして、Ｃ２０～Ｃ４０のアルキル（ヒドロキシステアリルオキシ）ステ
アレート（アルキル基は２０～４０の炭素原子を含む）が単独で又は混合物として使用さ
れ得る。そのようなワックスは、Ｋｏｓｔｅｒ　Ｋｅｕｎｅｎ社により特に「Ｋｅｓｔｅ
ｒ　Ｗａｘ　Ｋ８２Ｐ（商標）」，「ヒドロキシポリエステルＫ８２Ｐ（商標）」及び「
Ｋｅｓｔｅｒ　Ｗａｘ　Ｋ８０Ｐ（商標）」の名前で販売されている。
【０１７３】
本発明において、体積平均「有効」直径Ｄ［４，３］(volume-average　“effective　di
ameter)　で表わされて０．５～３０マイクロメートル，特に１～２０マイクロメートル
、より特に５～１０マイクロメートルのオーダーのサイズを有する小さな粒子、以下、表
現「マイクロワックス」により表示される、の形で供給されるワックスを使用することも
可能である。
【０１７４】
これらの粒子のサイズは、種々の技術により測定され得る。特に（動的及び静的）光散乱
技術、Ｃｏｕｌｔｅｒカウンター法、沈殿速度による測定（ストークスの法則によるサイ
ズに関連する）、及び顕微鏡が挙げられ得る。これらの技術は、粒子の直径、それらの内
のいくつかについては、粒子サイズ分布を測定することを可能にする。
【０１７５】
好ましくは、これらの粒子のサイズ及び粒子のサイズの分布は、市販の粒子寸法測定機の
Ｍａｌｖｅｒｎ社製のＭａｓｔｅｒＳｉｚｅｒ　２０００タイプにより静的光分散により
測定される。データは、Ｍｉｅ分散理論に基づいて処理される。この理論は、等方性のあ
る粒子に対しては正確であるが、非球形の粒子の場合、「有効」粒子直径を決定すること
を可能にする。この理論は、特に、Ｖａｎ　ｄｅ　Ｈｕｌｓｔ，　Ｈ．Ｃ．著の書籍「小
粒子による光分散」（Ｌｉｇｈｔ　Ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ　ｂｙ　Ｓｍａｌｌ　Ｐａｒｔ
ｉｃｌｅｓ）」第９及び１０章，Ｗｉｌｅｙ，ニューヨーク，１９５７年に記載されてい
る。
【０１７６】



(27) JP 2011-507945 A 2011.3.10

10

20

30

40

50

組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）は以下の方法で定義される体積平均「有効」直径Ｄ［４，
３］を特徴とする。
【０１７７】

【０１７８】
ここでＶｉは、有効直径ｄｉを有するこれらの粒子の体積を表わす。このパラメーターは
、粒子寸法測定機のための技術的書類に特に記載されている。
【０１７９】
測定は以下の方法：１）水で１００倍に希釈すること、２）該溶液の均一化すること、３
）１８時間、該溶液を休ませること、４）オフホワイトの均一な上澄みを回収すること、
で組成物から得られる粒子の薄い分散物上で２５℃において行われる。
【０１８０】
「有効」直径は水に対して１．３３の屈折率、粒子に対して１．４２の平均屈折率をとる
ことにより得られる。
【０１８１】
本発明に従う組成物（Ａ）及び（Ｂ）において使用され得るマイクロワックスとして、特
にカルナウバマイクロワックス、例えばＭｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社によりＭｉｃｒｏ
Ｃａｒｅ　３５０（商標）の名前で販売されるもの、合成ワックスのマイクロワックス、
例えばＭｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社によりＭｉｃｒｏＥａｓｅ　１１４Ｓ（商標）の名
前で販売されるもの、カルナウバワックス及びポリエチレンワックスの混合物からなるマ
イクロワックス、例えばＭｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社によりＭｉｃｒｏ　Ｃａｒｅ　３
００（商標）及び３１０（商標）の名前で販売されるもの、カルナウバワックス及び合成
ワックスの混合物からなるマイクロワックス例えばＭｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社により
Ｍｉｃｒｏ　Ｃａｒｅ　３２５（商標）の名前で販売されるもの、ポリエチレンマイクロ
ワックス、例えばＭｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社によりＭｉｃｒｏｐｏｌｙ　２００（商
標）、２２０（商標）、２２０Ｌ（商標）及び２５０Ｓ（商標）の名前で販売されるもの
、及びポリテトラフルオロエチレンマイクロワックス、例えばＭｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒ
ｓ社によりＭｉｃｒｏｓｌｉｐ　５１９（商標）及び５１９Ｌ（商標）の名前で販売され
るものが挙げられ得る。
【０１８２】
本発明に従う組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）は、組成物の総重量に対して０．１～４０重
量％の範囲の含有量のワックスを含み得、特に０．５～３０重量％のワックスを含み得る
。
【０１８３】
構造剤
組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）は、構造剤を含むことができる。
【０１８４】
本発明に従うと構造剤は、構造剤が架橋されていないとき、もし適切であれば、架橋剤と
接触するとそれが使用されている脂肪相において、物理的相互作用を確立することのでき
る化合物を意味する。構造剤は、構造化する性質を発揮する能力、例えばゲル化させる性
質を示し、その結果、半固体又は固体の外観を有するテクスチャーをもたらす。
【０１８５】
これらの構造剤は、「無水ゲル化剤」ともまた記載されることができ、該剤はオイルを構
造化し、ゲルが自然に構造化することを許すとき、固体～半固体の形成をもたらす。
【０１８６】
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好ましくは、物理的相互作用によりオイル相を構造化する剤は、以下のポリマー：ポリア
ミド、シリコーンポリアミド、糖類若しくは多糖類、モノ若しくはポリアルキルエステル
、Ｎ－アセチル化アミノ酸アミド誘導体、又はアルキレン又はスチレンブロックを含むコ
ポリマー（これらのコポリマーは、ジブロック、トリブロック、マルチブロック若しくは
ラジカルブロックポリマーであることができ、該ラジカルブロックポリマーもまたスター
コポリマー又はくしポリマーとしてもまた公知である）、から選択される。
【０１８７】
構造剤は、その融点、Ｍ．ｐ．より上に加熱することにより、オイル若しくはオイル状相
に溶解若しくは分散されているポリマーであることができる。これらのポリマーは特に、
異なる化学的性質の少なくとも２のブロックであって、その一つは結晶化可能であるとこ
ろのブロックからなるブロックコポリマーである。その骨格に少なくとも１の結晶化可能
なブロックであって本発明の実施に適切であるブロックを有するポリマーが参照される。
以下のものが挙げられる。
１．米国特許第５１５６９１１号に記載されているポリマー；
２．結晶化可能な鎖を有するオレフィン若しくはシクロオレフィンのブロックコポリマー
、
　　・例えばシクロブテン、シクロヘキセン、シクロオクテン、ノルボルネン（すなわち
ビシクロ－[２，２，１]ヘプト－２－エン）、５－メチルノルボルネン、５－エチルノル
ボルネン、５，６－ジメチルノルボルネン、５，５，６－トリメチルノルボルネン、５－
エチリデンノルボルネン、５－フェニルノルボルネン、５－ベンジルノルボルネン、５－
ビニルノルボルネン、１，４，５，８－ジメタノ－１，２，３，４，４ａ，５，８ａ－オ
クタヒドロナフタレン、ジシクロペンタジエン、及びそれらの混合物と、
　　・エチレン、プロピレン、１－ブテン、３－メチル－１－ブテン、１－ヘキセン、４
－メチル－１－ペンテン、１－オクテン、１－デセン、又は１－エイコセン、又はそれら
の混合物とのブロック重合化から誘導されるもの。これらのブロックコポリマーは特に、
エチレン／ノルボルネンブロックコポリマー及びエチレン／プロピレン／エチリデン－ノ
ルボルネンブロックターポリマーであることができる。
【０１８８】
少なくとも２のＣ２～Ｃ１６、よりよくはＣ２～Ｃ１２のα－オレフィンのブロック共重
合化から生じるもの、例えば上で挙げられたもの、特にエチレン及び１－オクテンのブロ
ックバイポリマーもまた使用され得る。
【０１８９】
該コポリマーは、少なくとも１の結晶化可能なブロックを示し、該コポリマーの残りは非
晶質である（環境温度において）。これらのコポリマーはさらに、異なる化学的性質の２
つの結晶化可能なブロックを示すことができる。好ましいコポリマーは、環境温度におい
て結晶化可能なブロック及び非晶質ブロック（疎水性かつ親油性である）を同時に有する
ものであり、これらのブロックはブロックで分布されている。例えば以下の結晶化可能な
ブロックの一つ及び以下の非晶質ブロックの一つを有するポリマーが挙げられ得る。
　　自然に結晶化可能なブロック：ａ）ポリエステル、例えばポリ（アルキレンテレフタ
レート）、ｂ）ポリオレフィン、例えばポリエチレン又はポリプロピレン、及び
　　非晶質及び親油性ブロック、例えば非晶質のポリオレフィン又はコポリ（オレフィン
）例えばポリイソブチレン水素化ポリブタジエン又は水素化ポリイソプレン。
【０１９０】
結晶化可能なブロックを有し、かつ非晶質のブロックを有するそのようなコポリマーの例
として、以下が挙げられ得る。
　　ａ）ポリ（δ－カプロラクトン）－ｂ－ポリ（ブタジエン）ブロックコポリマー、好
ましくは水素化されて使用される。例えばＳ．　Ｎｏｊｉｍａによる「ポリ（δ－カプロ
ラクトン）－ブロック－ポリブタジエンコポリマーの融解挙動」、Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃ
ｕｌｅｓ，１９９９年，第３２巻、ｐｐ．３７２７－３７３４ページに記載されているも
の、



(29) JP 2011-507945 A 2011.3.10

10

20

30

40

50

　　ｂ）ブロック又はマルチブロック水素化ポリ（ブチレンテレフタレート）－ｂ－ポリ
（イソプレン）ブロックコポリマー。これはＢ．Ｂｏｕｔｅｖｉｎら、「ＰＰ／ＰＢＴの
形態学的及び機械的性質の研究」、Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｂｕｌｌｅｔｉｎ、１９９５年、第
３４巻、ｐｐ．１１７－１２３の論文に引用されている。
　　ｃ）ポリ（エチレン）－ｂ－コポリ（エチレン／プロピレン）ブロックコポリマー。
これは、Ｐ．　Ｒａｎｇａｒａｊａｎら、「エチレン－（エチレン－ａｌｔ－プロピレン
）の半結晶性ブロックコポリマーの形態学」、１９９３年、Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅ
ｓ，第２６巻，ｐｐ．４６４０－４６４５、及びＰ．Ｒｉｃｈｔｅｒら、「結晶性核との
ポリマーの凝集体」、Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ，１９９７年、第３０巻，ｐｐ．１
０５３－１０６８　２５において引用されている、及び
　　ｄ）ポリ（エチレン）－ｂ－ポリ（エチルエチレン）ブロックコポリマー。これは、
Ｉ．Ｗ．Ｈａｍｌｅｙ著、「ブロックコポリマーにおける結晶化」。Ａｄｖａｎｃｅｓ　
ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，１９９９年、第１４８巻、ｐｐ．１１３～１３
７ページにおいて引用されている。
【０１９１】
本発明の文脈において使用されることのできる半結晶性ポリマーは、架橋されていなくて
も又は部分的に架橋されていてもよい、ただし架橋の程度が、その融点より上に加熱する
ことによる液状のオイル状相への溶解又は分散を阻害しない限りにおいてである。重合化
の間の多官能性モノマーとの反応による化学的架橋が含まれていてもよい。物理的架橋も
また含まれていてもよい、物理的架橋は、例えば、ポリマーにより保持されている複数の
基の間の双極性若しくは水素タイプの結合の確立、例えばカルボキシレートアイオノマー
の間の双極性相互作用、（これらの相互作用は少量であり、ポリマーの骨格により保持さ
れている）又はポリマーより保持されている結晶性ブロックと非晶質ブロックの間の相分
離のためであり得る。
【０１９２】
好ましくは、本発明に適する半結晶性ポリマーは、非架橋型である。
【０１９３】
本発明に従う組成物において使用されることのできる半結晶性ポリマーの具体的な例とし
て、「Ｉｎｔｅｌｉｍｅｒ（商標）　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ」のパンフレットに記載されてい
るＬａｎｄｅｃ製のＩｎｔｅｌｉｍｅｒ（商標）製品が挙げられ得る。これらのポリマー
は環境温度（２５℃）において固体の形である。それらは結晶化可能な側鎖を有し、先の
式Ｘにおいて定義されたモノマーを示す。特に５６℃の融点を有する「Ｌａｎｄｅｃ　Ｉ
Ｐ２２（商標）」が挙げられる。該製品は環境温度において粘凋であり、不浸透性であり
、粘着性がない。
【０１９４】
米国特許第５１５６９１１号明細書の実施例３，４，５，７、及び９に記載された、アク
リル酸とＣ５～Ｃ１６のアルキル（メタ）アクリレートとの共重合化から生じる半結晶性
ポリマー、例えば以下の共重合化から生じるものもまた使用できる。
　　・１／１６／３の比のアクリル酸、ヘキサデシルアクリレート及びイソデシルアクリ
レート、
　　・１／１９の比のアクリル酸とペンタデシルアクリレート、
　　・２．５／７６．５／２０の比のアクリル酸、ヘキサデシルアクリレート及びエチル
アクリレート、
　　・５／８５／１０の比のアクリル酸、ヘキサデシルアクリレート及びメチルアクリレ
ート、
　　・２．５／９７．５の比のアクリル酸とオクタデシルメチルアクリレート。
【０１９５】
ナショナルスターチにより販売されているポリマー「ストラクチャーＯ」、例えば米国特
許第５７３６１２５号明細書に記載されているもの（４４℃の融点を有する）、及びフッ
素化された基を含む結晶化可能なペンダント鎖を有する半結晶性ポリマー、例えば国際公
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開第０１／１９３３３号パンフレットの実施例１，４，６，７、及び８に記載されている
もの、が使用され得る。
【０１９６】
ステアリルアクリレートとアクリル酸又はＮＶＰの共重合により又はベヘニルアクリレー
トとアクリル酸又はＮＶＰとの共重合により得られる半結晶性ポリマー、例えば米国特許
第５５１９０６３号明細書又は欧州特許第５５０７４５号明細書に記載されたものもまた
使用され得る。
【０１９７】
具体的な別の実施態様に従うと、本発明の実施に適切な半結晶性ポリマーは、特にアルキ
ルアクリレートであり、その中でもＬａｎｄｅｃのコポリマーが挙げられ得る。
・Ｄｏｒｅｓｃｏ　ＩＰＡ　１３－１（商標）：ポリ（ステアリルアクリレート），４９
℃の融点及び１４５０００のＭＷ；
・Ｄｏｒｅｓｃｏ　ＩＰＡ　１３－３（商標）：ポリ（アクリレート／メタクリル酸），
６５℃の融点及び１１４０００のＭＷ；
・Ｄｏｒｅｓｃｏ　ＩＰＡ　１３－４（商標）：ポリ（アクリレート／ビニルピロリドン
），４４℃の融点及び３８７０００のＭＷ；
・Ｄｏｒｅｓｃｏ　ＩＰＡ　１３－５（商標）：ポリ（アクリレート／ヒドロキシエチル
メタクリレート），４７℃の融点及び３９７６００のＭＷ；及び
・Ｄｏｒｅｓｃｏ　ＩＰＡ　１３－６（商標）：ポリ（ベヘニルアクリレート），６６℃
の融点。
【０１９８】
組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）は、増粘剤から選択される他の構造剤と、慣用的に化粧料
において使用される親油性ゲル化剤から選択されるゲル化剤とをもまた含むことができる
。
【０１９９】
化粧料において慣用的に使用される親油性ゲル化剤として、例えば無機の親油性ゲル化剤
、例えば粘土若しくはシリカ、又はポリマー状有機親油性ゲル化剤、例えば部分的に又は
完全に架橋されたオルガノポリシロキサンのエラストマー、ポリスチレン／コポリ（エチ
レン－プロピレン）タイプのブロックコポリマー、ポリアミド及びそれらの混合物が挙げ
られ得る。
【０２００】
組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）の水性相は、増粘剤で増粘されてもよい。本発明に従って
製造され得る水性相の増粘剤の中では、セルロース系増粘剤、粘土、多糖類、アクリルポ
リマー、会合性ポリマー及びそれらの混合物が挙げられ得る。
【０２０１】
親水性増粘剤としては、Ｓｅｐｐｉｃ社により市販されているＳｅｐｉｇｅｌ（商標）又
はＳｉｍｕｌｇｅｌ（商標）タイプのＡＭＰＳ／アクリルアミドコポリマーが特に挙げら
れ得る。
【０２０２】
本発明に従う組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）において、水性相のための増粘剤の含有量は
、組成物の総重量に対して０．１％～１５重量％、好ましくは１％～１０％，よりよくは
１～５重量％の範囲であり得る。
【０２０３】
着色物質
本発明に従う組成物（Ａ）及び／又は（Ｂ）、より特に組成物（Ａ）は、少なくとも１の
着色物質、例えば粉末の着色物、脂溶性染料又は水溶性染料をもまた含むことができる。
この着色物質は組成物の総重量に対して、０．１～２０重量％、好ましくは１～１５重量
％の範囲の含有量で存在することができる。
【０２０４】
好ましくは、該水性組成物（Ｂ）は透明又は半透明である。
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【０２０５】
粉末の着色物質は顔料及び真珠光沢剤から選択されることができる。
【０２０６】
真珠光沢剤は、白色真珠光沢顔料、例えば二酸化チタン又はオキシ塩化ビスマスで被覆さ
れたマイカ、着色された真珠光沢顔料、例えば酸化鉄で覆われたに酸化チタン被覆マイカ
、特にフェリックブルー又は酸化クロムで覆われた酸化チタン被覆マイカ又は上述の有機
顔料で覆われた酸化チタン被覆マイカ、及びオキシ塩化ビスマスに基づく真珠光沢顔料か
ら選ばれることができる。
【０２０７】
顔料は、白色であっても又は着色されていてもよく、無機及び／又は有機物であってもよ
く、被覆されていても又は被覆されていなくてもよい。無機顔料では、二酸化チタン（随
意的に表面処理されていてもよい）、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛又は酸化セリウム、及
び、酸化鉄又は酸化クロム、マンガン紫、群青色、クロム水和物、及び第二鉄青が挙げら
れ得る。有機顔料の中では、カーボンブラック、Ｄ＆Ｃタイプの顔料、及びバリウム、ス
トロンチウム、カルシウム又はアルミニウムのコチニールカーミンに基づくレーキが挙げ
られ得る。
【０２０８】
脂溶性の染料は、例えばスーダンレッド、Ｄ＆Ｃレッド１７、Ｄ＆Ｃグリーン６、β－カ
ロチン、大豆油、スーダンブラウン、Ｄ＆Ｃイエロー１１、Ｄ＆Ｃバイオレット２、Ｄ＆
Ｃオレンジ５、キノリンイエロー又はアナートである。水溶性染料は、例えばビートジュ
ース又はメチレンブルーである。
【０２０９】
フィラー
本発明に従う組成物（Ａ）及び／又は組成物（Ｂ）、より特に組成物（Ａ）は少なくとも
１のフィラーを含むことができる。
【０２１０】
フィラーは当業者に周知であり、化粧料組成物において一般的に使用されているフィラー
から選択され得る。フィラーは無機又は有機性、ラメラ状又は球状であることができる。
タルク、マイカ、シリカ、カオリン、ポリアミドから構成される粉末、例えばナイロン(
商標)（Ａｔｏｆｉｎａ製のＯｒｇａｓｏｌ（商標））、ポリ－β－アラニン及びポリエ
チレン、テトラフルオロエチレンポリマーの形成された粉末、例えばＴｅｆｌｏｎ（商標
）、ラウロイルリジン、澱粉、窒化ホウ素、膨張されたポリマー状の中空微小球、例えば
ポリ（塩化ビニリデン）／アクリロニトリルの微小球、例えばＥｘｐａｎｃｅｌ（商標）
（Ｎｏｂｅｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅ社）、アクリル粉末、例えばＰｏｌｙｔｒａｐ（商標
）（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ社）、ポリメチルメタクリレートから形成される粒子及びシ
リコーン樹脂ミクロビーズ（例えば東芝製のＴｏｓｐｅａｒｌｓ（商標））、沈殿した炭
酸カルシウム、炭酸マグネシウム、塩基性炭酸マグネシウム、ハイドロキシアパタイト、
中空シリカ微小球（Ｍａｐｒｅｃｏｓ製シリカビーズ（商標））、ガラス又はセラミック
のマイクロカプセル、８～２２の炭素原子、好ましくは１２～１８の炭素原子を有する有
機カルボン酸から誘導される金属石鹸、例えばステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシ
ウム、ステアリン酸リチウム、ラウリン酸亜鉛又はミリスチン酸マグネシウムが挙げられ
得る。
【０２１１】
フィラーは、それらが存在する組成物の総重量の０．１～２５重量％、よりよくは１～２
０重量％であることができる。
【０２１２】
他の添加剤
本発明に従う組成物（Ａ）及び（Ｂ）は、化粧料において慣用的に使用される任意の添加
剤、例えば抗酸化剤、保存料、香料、中和剤、可塑剤、化粧料用活性剤、例えばエモリエ
ント、湿潤化剤、ビタミン又はサンスクリーン、及びそれらの混合物を追加的に含むこと
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ができる。これらの添加剤は組成物の総重量の０．０１～３０重量％の範囲の含有量で組
成物に存在することができる。
【０２１３】
もちろん、化粧料組成物（Ａ）及び水性組成物（Ｂ）の有利な性質が想定される添加によ
り悪影響を受けない又は実質的に受けないように、当業者は任意的な追加の添加剤及び／
又はそれらの量を選択するように注意する。
【０２１４】
好ましい別の実施態様に従うと、これらの添加剤の取り込みは組成物（Ａ）において好都
合である。
【０２１５】
メイクアップキット
上で述べたように、本発明に従うキットは（ｉ）少なくとも１の化粧料組成物（Ａ）及び
（ｉｉ）水又はより特に水性組成物（Ｂ）を含む。さらに、メイクアップされるべき表面
に該組成物を施与するための１以上の手段を有利に含むことができる。
【０２１６】
本発明のメイクアップキットに含まれる化粧料組成物（Ａ）及び水又は化粧料組成物（Ａ
）及び水性組成物（Ｂ）は、特にブラシ又はくしを使用してまつ毛に施与されることがで
きる。
【０２１７】
メイクアップへの増粘効果はさらに、化粧料組成物（Ａ）又は化粧料組成物（Ａ）及び水
性組成物（Ｂ）を施与するための手段、該手段は特にメイクアップブラシであることがで
きる、を非常に特に選択することにより強化されることができる。
【０２１８】
偶然にも、まつ毛をメイクアップする場合、該組成物の少なくとも１をフランス国特許第
２７０１１９８号明細書，フランス国特許第２６０５５０５号明細書，欧州特許第７９２
６０３号明細書及び欧州特許第６６３１６１号に記載のメイクアップブラシで施与するこ
とが特に有利である。
【０２１９】
本発明に従うメイクアップキットは、具体的な実施態様に従うと、少なくとも２の独立し
たパッケージングを含み、１は上で定義した化粧料組成物（Ａ）を含み、他はやはり上で
定義した水又は水性組成物（Ｂ）を含む。
【０２２０】
キットがただ一つのパッケージングの形であるとき、それは、２つの組成物（Ａ）又は（
Ｂ）のうちの１つを含む少なくとも１の区画又は収容容器を区画する容器として提供され
ることができ、該区画は閉鎖部材により閉じられ、他の組成物を含む少なくとも１の区画
又は収容容器もまた閉鎖部材により閉じられる。
【０２２１】
この実施態様において、該キットは、少なくとも１の施与手段即ちアプリケーター、特に
、ねじられたワイヤにより保持された毛髪の配列を含むブラシの形のもの、と組み合わせ
て好ましく使用される。そのようなねじられたブラシは特に米国特許第４８８７６２２号
明細書に記載されている。それは、複数の施与部材を含むくしの形であって、特に成形か
ら得られるものであることもできる。そのようなくしは例えばフランス国第２７９６５２
９号に記載されている。アプリケーターは、例えばフランス国第２７６１９５９号特許に
記載されているように、容器に一体に取り付けられていることができる。有利には、該ア
プリケーターはロッドに一体に取り付けられており、該ロッド自身は閉鎖部材に一体に取
り付けられている。
【０２２２】
閉鎖部材は、ねじ込むことにより容器に連結されることができる。あるいは、閉鎖部材と
容器との間の連結は、ねじ込むこと以外、特にバイオネット機構、スナップ式（ｓｎａｐ
ｐｉｎｇ）、又は締め付け式（ｃｌａｍｐｉｎｇ）により行われる。用語「スナップ式」
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は、特に閉鎖部材の一部の弾性的変形による物質の列(row)又は細長い片の横断、次に、
該列又は細長い片が横断された後、該部分を歪を受けていない位置へ弾性的に戻すことを
含む任意の系を意味することが意図される。
【０２２３】
容器は、有利に２つの区画又は収容容器を含み、少なくとも部分的に、熱可塑性材料で作
られていることができる。熱可塑性材料の例として、ポリプロピレン又はポリエチレンが
挙げられ得る。
【０２２４】
あるいは、容器は非熱可塑性材料、特にガラス又は金属（又は合金）から作られている。
【０２２５】
容器は、好ましくは容器の少なくとも１の開口部の近辺に配置されたドレイナーを備えら
れている。そのようなドレイナーは、アプリケーター及び、任意的にアプリケーターが一
体に取り付けられていてもよいロッドを拭くことを可能にする。そのようなドレイナーは
、例えばフランス国特許第２７９２６１８号明細書に記載されている。
【０２２６】
上で述べた特許又は特許出願の内容は参照することにより本特許出願に取り込まれる。
【０２２７】
特に好ましい実施態様に従うと、本メイクアップキットは、２つの収容容器を含み、１は
組成物（Ａ）専用であり、他方は組成物（Ｂ）専用であり、各収容容器はメイクアップブ
ラシ、特に上で述べたマスカラブラシタイプを備えられている。
【０２２８】
以下の実施例及び図は例として示され、本発明の制限を意味しない。
【実施例】
【０２２９】

【０２３０】
本発明に従うこれらの着けまつげの人工的な延長を得るために、この組成物（Ａ）の有効
性が、以下のプロトコルに従って着けまつげの試験見本で試験された。
【０２３１】
１，５，６，７，９及び１０の番号を付された着けまつげの試験見本が、１９ｍｍの房の
長さを有するまっすぐな黒のコーカサス人の毛で製造される。これらの着けまつげの房が
、瞼を具体化する２つの３０ｍｍ×３０ｍｍの板の間に搭載される。
【０２３２】
上で製造された試験見本の着けまつげは以下の方法に従って処理された。
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　　・ステージ１：水性連続相を有する、上で定義された組成物を有するマスカラブラシ
を、着けまつげの上で３０回通過させる、
　　・ステージ２：着けまつげ上にそのように堆積されたマスカラを乾燥させる、
　　・ステージ３：水で含浸されたマスカラブラシを、上でメイクアップされた着けまつ
げの上を２０回通過させる、
　　・ステージ４：試験見本５，６，７，９及び１０番については、同時にすべての鞘を
掴むことのできるピンセットを用いて、組成物（Ａ）の湿らされた鞘を移動させる。ピン
セットの顎はまつ毛に対して垂直に配置され、着けまつげに平行に、着けまつげの上端に
向かって鞘をけん引する。
【０２３３】
試験見本１については、この移動のステージ４は、着けまつげの鞘に適用されない。この
場合、直接の行程は、先行する湿らせるステージ（ステージ３）から次の乾燥ステージ（
ステージ５）に進む。
【０２３４】
　　・ステージ５：次に鞘を乾燥させる。該鞘は、鞘が結合している着けまつげに一体に
付着されるようになる。
【０２３５】
ステージ５の結果、試験見本１，５，６，７，９及び１０の写真を撮る（図２を参照）。
【０２３６】
結果：
上のプロセスの結果、着けまつげの平均長さが、試験見本１，５，６，７，９　及び１０
のそれぞれについて測定され、マスカラの鞘の移動から生じる着けまつげの延長が、対象
として試験見本１の着けまつげの長さを使用して計算される。結果は下の表１にまとめら
れる。
【０２３７】

【０２３８】
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【図面の簡単な説明】
【０２３９】
【図１】本発明に従う種々のステージの結果を図式的に表す。
【図２】瞼を具体化する基体上に１，５，６，７，９、及び１０番の番号を付された着け
まつげの試験見本が示された写真を表わす。

【図２】
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【国際調査報告】
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